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�．はじめに

本稿の目的は，筆者の一連の研究（久保［２００９

a］［２００９b］［２０１０］［２０１１］［２０１３］［２０１４］，久 保・

檜山［２０１２］）就中久保［２０１３］を基礎に，支出の

有無，金額または時期に不確実性のある将来の

支出（将来支出）の会計処理としての SFAS

１４３型の特徴を浮き彫りにすることである。

筆者は一連の研究を通じて，将来支出につい

て大要次のような内容を明らかにしてきた（表

１参照）。今日の将来支出に関する会計処理

は，SFAS５型と SFAS１４３型とが並存してい

る。SFAS５型の会計処理は，認識要件として

蓋然性要件を採用すること，当初測定値として

見積損失額を採用すること，爾後測定を見積も

りの変更として扱うことと定義され，認識の論

理として必要的因果関係を基礎としているこ

と，受動的に被る性質の将来支出，すなわち危

険（Gefahr, danger）を対象にすることを特徴

としている。アメリカの会計基準では，貸倒引

当金（SFAS１１４，SFAS１１６），環境修復負債

（SOP９６-１），税務不確実性（FIN４８），さらに

偶発事象全般を扱った SFAS５「偶発事象に関

する会計」（FASB［１９７５］）で採用されてい

る１）。他方，SFAS１４３型の会計処理は，認識

要件として債務性要件を採用すること，当初測

定値として支出の期待値を採用すること，爾後

測定を負債の簿価修正として扱うことと定義さ

れ，認識の論理として寄与的因果関係を基礎と

していること，能動的に負う性質の将来支出，

すなわちリスク（Risiko, risk）を対象にするこ

とを特徴としている。アメリカの会計基準で

は，資産除去債務に係る負債（SFAS１４３，FIN

４７），リストラクチャリング負債（SFAS

１４６），債務保証（FIN４５）で採用されている。

将来支出の会計処理の検討の一環として，久

１）それぞれ Accounting Standards Codifica-
tion�（ASC）に直接的に受け継がれているという
意味である。

SFAS５型 SFAS 143 型

定
義

認識要件 蓋然性要件 債務性要件

当初測定値 見積損失額 支出の期待値

爾後測定 見積もりの変更 負債の簿価修正

特
徴

認識の論理 必要的因果関係 寄与的因果関係

対象 危険（Gefahr, danger） リスク（Risiko, risk）

経営者の関与 受動的 能動的

主な会計基準

偶発事象（SFAS５） 資産除去債務（SFAS１４３, FIN４７）

貸倒引当金（SFAS１１４,１１６） リストラクチャリング負債（SFAS１４６）

環境修復負債（SOP９６-１） 債務保証（FIN４５）

税務不確実性（FIN４８）

経済学研究 ６５－１
北海道大学 ２０１５．６

表１ SFAS５型と SFAS１４３型の比較

リストラクチャリング負債会計基準の確立
――SFAS１４３型としての SFAS１４６――

久 保 淳 司
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保［２０１３］では，APBO３０「経営成績の報告」

およびEITF９４-３「（リストラクチャリングか

ら生じる一定の支出を含む）撤退活動に対する

一定の従業員離職給付その他の支出に係る負債

の認識」（FASB［１９９５］）の検討を行った。この

検討によって，EITF９４-３は「SFAS１４３型の

原形」に位置づけられる会計基準であり，

SFAS１４３型の会計処理は SFAS５型とは異な

る出自であることが明らかになった。また，

EITF９４-３から SFAS１４６の改正において，当

初測定値が見積支出額から期待値に置換したこ

とで SFAS１４６は SFAS１４３型の会計処理とし

て成立したという会計基準の発展が示唆されて

いた。

本稿は，久保［２０１３］の検討を引き継ぎ，

「SFAS１４３型 の 原 形」で あ るEITF９４-３か

ら，SFAS１４３型の会計処理を採る SFAS１４６

「撤退活動または処分活動に関係する支出に関

する会計処理」（FASB［２００２］）への交替の過程

就中FASB（Financial Accounting Standards

Board, 財務会計基準審議会）の審議過程の分

析を行うことで，SFAS１４３型の会計処理の特

徴のうち，これまでに明らかになっていない特

徴を浮き彫りにすることを課題とする。

この課題に対して，以下，第�節では SFAS
１４６における会計処理の内容を確認し，第�節
においてEITF９４-３との比較における SFAS

１４６の特徴を明らかにする。第�節では，SFAS
１４６の公表に至るFASBの審議内容の分析を通

じて，EITF９４-３から SFAS１４６で変更された

会計処理について，FASBが変更を行った根拠

を明らかにする。これらの検討に基づいて，第

�節において，これまでに明らかになっていな
かった SFAS１４３型の会計処理の特徴として，

�SFAS１４３型の会計処理における測定局面は
もっぱら SFAC７「会計測定におけるキャッ

シュフロー情報および現在価値の利用」（FASB

［２０００g］）に依拠していること，�SFAS１４３型
の会計処理における負債認識では「選択可能な

状況下で企業が新たな約束を締結すること」を

基礎的な概念としていること，�SFAS１４３型
の会計処理は負債を「より早く」「より大き

く」「より広く」計上するという伝統的な保守

主義の観点からは説明できない会計処理である

ことの３つを提示する。

�．SFAS１４６における会計処理

本節では，本稿の対象である SFAS１４６にお

ける会計処理２）を確認する。

１．SFAS１４６の対象

SFAS１４６は，２００２年に公表され，２００２年

１２月３１日後に開始する撤退活動または処分活

動から適用されていた３）４）（SFAS１４６, para．２１）。

SFAS１４６は撤退活動（exit activity）に関係す

る支出に適用する（SFAS１４６, paras．２and B

１０）５）。SFAS１４６における撤退活動は，IAS３７

「引当金，偶発負債および偶発資産」（IASC

［１９９８b］）に定義されるリストラクチャリング６）

２）本稿では認識と測定のみを扱い，注記事項の規
定（開示規定）は扱わない。

３）ただし，早期適用が推奨されていた（SFAS１４６,
para．２１）。

４）２００９年７月１日の ASCの発効により，SFAS１４６
は廃止されている。しかし，現行の ASC４２０「撤
退または処分の支出の債務（Exit or Disposal
Cost Obligations）」は，SFAS１４６を直接的に
継承した内容になっているため，SFAS１４６の内
容は実質的に現行会計基準に位置づけられる。

５）ただし，�企業結合により新たに取得される企
業に関連するもの，�SFAS１４４「長期資産の減
損または処分に関する会計」の対象とする処分
活動に関係するもの，�SFAS１４３「資産除去債
務に関する会計」の対象とされる長期資産の除
去に関する支出には適用しない。

６）IAS３７におけるリストラクチャリングは，「経営
者によって計画され，制御され，そして，（a）企
業の企てる事業の範囲または（b）経営される事業
の方法のいずれかを大きく変化させるプログラ
ム」（IAS３７, para．１０）と定義され，「事業ライ
ンの売却もしくは撤退，特定地域における事業
活動の閉鎖，ある地域から別の地域への事業活
動の移転，経営構造の変更および事業の性質と
焦点に影響を及ぼす根本的な組織再編が含まれ
ている」（IAS３７, para．７０）。

34 経 済 学 研 究 ６５－１（ ）34
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よりも広い概念であり（SFAS１４６，fn．１），例

として次の支出が該当する。

ａ．その実質が，継続的な給付契約や個別の繰

延報酬契約ではない給付契約の約定に基づ

いて解雇７）される現在の従業員に給付され

る解雇給付（１回限りの従業員解雇給付

（one-time employee termination bene-

fit））８）

ｂ．キャピタルリース以外の契約を終了させる

ための支出９）

ｃ．設備の整理統合または従業員の配置転換の

支出

２．認識および測定に関する全般的規定

撤退活動または処分活動に関係する支出に係

る負債は，後述する長期間に亘って発生する１

回限りの解雇給付に係る負債を除き，当該負債

の発生した期間において認識し，公正価値によ

り測定する（SFAS１４６，para．３）１０）。この場合の

負債は，SFAC６「財務諸表の構成要素」（FASB

［１９８５］）における負債の定義を充足する時に発

生することから（SFAS１４６, paras．４and B１８），

［負債の定義充足時点＝負債の発生時点＝負債

の認識時点］と規定されていることになる。

SFAC６において，「負債は過去の取引また

は事象の結果として，将来において特定の企業

が資産の移転または用役の提供を他者にしなけ

ればならない現在の債務から生起する蓋然性の

高い１１）経済的便益の犠牲である」（SFAC６,

para．３５，原注省略）と定義されている。この

定義においては，他者に対する現在の債務

（present obligation）のみが負債となる。そし

て，企業が負債を清算するために将来の資産の

移転や使用を避ける余地がほとんどまたはまっ

たくない取引または経済事象が生じた時に，債

務は現在の債務になるため，撤退または処分を

計画すること自体は，当該計画下で発生すると

予測される支出について他者に対する現在の債

務を生成しないとされる（SFAS１４６，para．

４）。

負債の公正価値は，類似の信用状態の自発的

第三者が義務，不確実性および利益要素または

リスクプレミアムを含む債務の移転における固

有のリスクのすべてを前提として受領すること

を要求および可能と期待する金額を意味する

（SFAS１４６，para.A２）。活発な市場における

市場価格は公正価値の最善の証拠であり，利用

可能な場合には測定の基礎として使用されるべ

きとされるが，市場価格が利用可能でない場合

の公正価値の見積もりは類似した負債の価格そ

の他の評価手法を用いた結果を含む，利用可能

な最善の情報に基づくべきとされる（SFAS

７）本稿では，従業員が会社を辞めることを「離
職」，離職が非自発的な場合を「解雇」，離職が
自発的な場合を「退職」と，それぞれ区別して
用いる。

８）従業員への給付に関する会計処理は，SFAS８７
「従業員の年金給付に関する会計処理」，SFAS
８８「給付建年金制度の清算および縮小ならびに
雇用終了時給付に係る雇用主の会計」，SFAS１０６
「年金以外の離職後給付に関する雇用主の会
計」および SFAS１１２「従業員の離職後給付に関
する会計処理」で扱われている。

９）キャピタルリースの停止に関する会計処理は，
SFAS１３「リースに関する会計」（FASB［１９７６］）
において，「キャピタルリースの停止は，資産お
よび債務の除却，差額を利得または損失として
会計処理する」と規定されている（SFAS１３,
para．１４（c））。

１０）ただし，公正価値を合理的に見積もることがで
きない異常な状況においては，当該負債は公正
価値を合理的に見積もることが可能になった最
初の期間に認識する（SFAS１４６, para．３）。

１１）「蓋然性の高い（probable）」という語について
以下の原注がある（SFAC６, fn．２１）。「（SFAS５
のパラグラフ３のような）特定の会計あるいは
専門的な意味ではなく，日常における一般的な
意味で使われており，利用可能な証拠や論理を
基礎にして合理的に期待することができるまた
は信じることができるという意味で用いるが，
確実であるとか証明されたとかいう意味では用
いていない（Webster’s New World Diction-
ary, p．１１３２）。定義の内容は，事業その他の経
済活動は結果が確実ではない不確実性によって
特徴づけられる環境で行われるということを認

マ マ

めることを意図している（pars．４４-４８）。」
なお，SFAS５における“probable”の意味は

久保［２００９a］２９０-２９１頁を参照。
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１４６, paras．５and A３）。

負債の公正価値を見積もるために利用可能な

最善の評価手法として，一般に現在価値手法が

挙げられる（SFAS１４６, para.A４）。そして，

SFAC７に掲げられている２つの現在価値手法

の う ち（FASC７, paras．４２-５４），利 子 率 に

キャッシュフローの金額と時期の不確実性を含

む期待現在価値手法はキャッシュフローの見積

もりにおいて不確実性と関連するため，撤退活

動または処分活動に関係する支出に係る負債の

ように見積キャッシュフローの金額と時期の両

方に不確実性がある場合，期待現在価値手法が

一般に適切な評価手法１２）とされる（SFAS１４６,

para.A４）。また，現在価値手法を使用する場合

には，情報が過度のコストおよび労力なしに利

用可能であれば，将来キャッシュフローの見積

もりには市場参加者が公正価値の見積もりに用

いる仮定を含めるべきとされる（SFAS１４６,

para.A５）。

負債を認識する際の相手勘定については，撤

退活動または処分活動に関係する支出が廃止事

業と関連しない場合には損益計算書の税引前当

期純利益の前の継続事業からの損益区分に含

め，廃止事業に関連する場合には損益計算書の

廃止事業損益に含めなければならない（SFAS

１４６, para．１８）。

当初測定後の期間における負債の修正は，当

該負債の当初測定に用いた信用度調整済みリス

クフリー利子率（Credit-Adjusted Risk Free

Rate, CARFR）によって測定する。見積

キャッシュフローの期間または金額の改定から

生じる修正の累積的影響額は，修正を行った会

計期間において負債の調整として認識し，損益

計算書では当初認識に用いた区分と同一の区分

で報告する。時の経過による修正は当該負債の

帳簿価額の増加および費用として認識する

（SFAS１４６, para．６）。

また，過年度に認識した撤退活動または処分

活動に関係する支出に係る負債の清算に対する

企業の責任を解除または解放する事象や状況が

生じた場合には，当該負債を戻し入れ，相手勘

定は損益計算書において当初認識に用いた区分

に戻し入れる（SFAS１４６, para．１９）。

３．認識および測定に関する追加的指針

SFAS１４６では以上の全般的な規定に加え

て，�１回限りの解雇給付，�契約終了支出，
�その他関連支出についての追加的な指針が提
供されている。

３．１．１回限りの解雇給付

１回限りの解雇給付は，１回限りの給付協定

における約定下で解雇される現在の従業員に支

給される手当である１３）。１回限りの給付協定

１２）公正価値測定から重要な相違のない場合には，
公正価値測定の目的に整合する見積もりや計算
上の簡便法を使用することも認められる（SFAS
１４６, para.A６）。

１３）解雇計画が，解雇給付および従業員の退職と引
き換えで短期的に提示される退職給付の両方を
含む場合には，解雇給付に係る負債は SFAS１４６
に準拠し，退職給付の限界増加分に係る負債は
SFAS８８に準拠しなければならない（SFAS１４６,
para．１３）。
具体的には，以下のような会計処理になる

（SFAS１４６, para.A１０）。
ある企業は，一定の場所での操業を合理化す

るための転換を開始し，その結果として，当該
場所で現在勤務中の１００人の従業員が不要にな
ると決定した。解雇計画では，退職給付と解雇
給付の両方を現金による支払いで提供する。と
くに，退職に対しては退職日から３０日以内に
１０,０００ドルの退職給付を支払うと各従業員（最
高１００人）に提案する。その後（目標の１００人
に達するまで）解雇される各従業員は，解雇日
に解雇給付６,０００ドルを受給する。企業は，１００
人の従業員すべてが法令解雇予告期間内に（自
発的または非自発的に）離職するものと期待し
ている。
この場合，解雇給付に係る負債（従業員毎に

６,０００ドル）は告知日に認識され，告知日の公正
価値で測定される。割引期間が短いことから，
６００,０００ドルは告知日における負債の公正価値と
重要な差異はないと考えられる。他方，退職給
付としての増分に係る負債（従業員毎に４,０００ド
ル）は，SFAS８８に従って認識されるので，従
業員が提案を受け容れた時点に認識する。
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受給権獲得済解雇給付を
一括認識

は，事前に指定された解雇事象または指定され

た将来の期間に適用される解雇計画によって確

立される取り決めである１４）。

１回限りの給付協定は，以下のすべての条件

を当該計画が満たし，かつ，従業員に告知され

た時点（告知日（communication date））におい

て存在するとされる（SFAS１４６, para．８）。

ａ．行為を承認する権限を有する経営者が解雇

計画をコミットメントすること。

ｂ．計画において解雇される従業員数，職務分

類または職能および配置ならびに予想完了

日が特定されていること。

ｃ．従業員の解雇にあたって支給する給付の種

類と金額を，従業員が決定するのに十分に

詳細な，従業員が解雇にあたって受給する

給付（現金支払いを含むが限定はされな

い）を含む，給付協定の約定を計画が確立

すること。

ｄ．計画の完遂のために必要とされる行動が計

画に対する重要な変更または計画の撤回が

なさそうなことを示していること。

１回限りの解雇給付に係る負債の認識時期お

よび関連する測定は，従業員が解雇給付を受け

るために解雇日までの勤務が必要であるか否

か，必要である場合には従業員が法令解雇予告

期間（legal notification period）１５）を超えて勤務

を継続するか否かに依拠する（図１参照）。

（１）受給権獲得済従業員解雇給付の場合

（SFAS１４６, para．１０）

従業員が解雇給付の受給のために解雇日まで

の勤務が必要とされない場合（従業員が解雇給

付の受給権を獲得している場合（受給権獲得済

従業員解雇給付））または従業員が法令解雇予告

期間を超えては勤務を継続しない場合には，解

雇給付に係る負債は告知日に認識し，告知日の

公正価値で測定する１６）。爾後測定については，

全般的規定を告知日後の期間に適用する。

（２）受給権未獲得従業員解雇給付の場合

（SFAS１４６, para．１１）

従業員が解雇給付の受給のために解雇日まで

の勤務が必要とされ，かつ，法令解雇予告期間

１４）企業が類似する解雇給付を支給した実績がある
ときは継続中の給付協定が存在するものと推測
する（SFAS１４６, fn．７）。解雇給付協定が１回限
りであるか継続的であるかの区別の詳細につい
ては，FSP FAS１４６-１（FASB［２００３］）を参照。

１５）法令解雇予告期間は法律上の予告期間である６０
日以内とされる（SFAS１４６, para．９）。法律上の
予告期間とは，現行の法，令または契約の結果
として企業が特定の解雇事象に先行して従業員
に対して行うことが要求される予告期間を意味
する（SFAS１４６, fn．８）。
アメリカの場合，「労働者調整および再訓練予

告法（Worker Adjustment and Retraining
Notification Act，WARN）」が１００人以上の従
業員を雇用している企業に対して，別段の定め
のない限り，対象工場の閉鎖の６０日前に従業員
に予告すべきことを要求している。団体交渉そ
の他の労働協約が異なった予告期間を要求する
こともある。
なお，アメリカの従業員解雇については，藤

原［２００２］および宮坂［２００３］を参照。

１６）具体的には，以下のような会計処理になる
（SFAS１４６, para.A８）。
ある企業が，特定の場所における操業の停止

を計画しており，当該場所で現在勤務している
１００人の従業員が不要になると決定する。当該企
業は，従業員に対して９０日で解雇する旨を予告
する。各従業員には解雇給付として，９０日間の勤
務を終えた日に現金で６,０００ドルを支給する。こ
のような場合，負債は告知日に認識し，公正価値
で測定される。割引期間が短いことから，６００,０００
（６,０００ドル×１００人）ドルは告知日における負
債の公正価値と重要な差異はないだろう。

図１ 従業員解雇給付の認識時点
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一括認識

会計処理不要

を超えて職務従事を継続する場合（受給権未獲

得従業員解雇給付）には，解雇給付に係る負債

は解雇日における負債の公正価値を基礎にして

告知日に当初測定する。負債は将来の勤務期間

に亘って比例的に認識する。将来の勤務期間に

亘る見積キャッシュフローの時期または金額の

改定から生じる修正は，負債の当初測定に用い

たCARFRを使って測定し，修正の累積的影

響額は修正期間における負債の調整として認識

しなければならない。爾後測定については，全

般的規定を解雇日後の期間に適用する。

（３）解雇計画の変更の場合（SFAS１４６,

para．１２）

解雇計画が変更され，法令解雇予告期間内に

離職すると予測されていた従業員が当該期間を

超えて勤務を継続する場合には，告知日に認識

された負債は，前記（２）の規定が告知日後の

すべての会計期間に適用されていたものとした

ときに認識される金額に調整しなければならな

い。修正の累積的影響額は修正期間における負

債の調整として認識しなければならない１７）。爾

後測定については（２）の爾後測定の規定を適

用しなければならない。

３．２．契約終了支出

SFAS１４６におけるオペレーティングリース

その他の契約終了支出とは，契約期間満了前に

契約を終了させるための支出または企業に対す

る経済的便益なしに契約の残余期間について発

生し続ける支出をいう（SFAS１４６, para．１４）。

前者の契約期間満了前に契約を終了させるた

めの支出に係る負債は，当該企業が契約の約定

に準拠して契約を終了させた時点（たとえば，

企業が契約により指定された予告期間内に契約

１７）具体的には，以下のような会計処理になる
（SFAS１４６, para.A９）。
ある企業は今後１６箇月で製造工場を閉鎖し

て，同時に当該工場の従業員全員の解雇を計画
している。工場の閉鎖まで従業員の勤務継続を
誘引するために，企業は１回限りの勤続賞与協
定を設定する。１６箇月間の全期間の勤務をした
従業員には，解雇日から６箇月後に現金で
１０,０００ドルを支給する。工場の閉鎖前に退職す
る従業員には解雇給付の受給権は一切与えられ
ない。
このような場合，解雇給付に係る負債は解雇

日における負債の公正価値を基礎に告知日で当
初測定され，将来の勤務期間に亘って比例的に
認識される（下記ａ）。解雇日における負債の公
正価値は，負債の当初測定に使用した CARFR
を用いて測定し，将来の勤務期間に亘る見積
キャッシュフローの改定から生じる修正として
累積的に調整する（下記ｂ）。

ａ．期待現在価値手法を用いて告知日に見積もっ
た，解雇日における負債の公正価値は９６２,２４０ド
ルである。この金額は，解雇日の６箇月後に支

払われる見積キャッシュフロー１００万ドルを，
工場の閉鎖前に退職する従業員がいる確率を考
慮して，CARFR８％で６箇月分の割り引きを
行った結果 で あ る。こ の た め，６０,１４０ド ル
（９６２,２４０ドル÷１６箇月）の負債および費用が将
来の勤務期間である１６箇月間に亘って毎月認識
される。

ｂ．８箇月後，最初に見積もったよりも多くの従業員
が退職したものとする。企業は改定した期待
キャッシュフロー（解雇日後６箇月に支払われ
る）８００,０００ドルを，当初測定に用いた CARFR
８％で６箇月分の割り引きを反映して，解雇日の
負債の公正価値を７６９,７９２ドルに調整する。改定
した見積もりに基づく場合，４８,１１２ドル（７６９,７９２
ドル÷１６箇月）の負債および費用が将来の勤務
期間に亘って毎月認識されていたことになる。
このため，当該日までに認識された４８１,１２０ドル
（６０,１４０ドル×８箇月）は，この修正の累積的影
響を反映して３８４,８９６ドル（４８,１１２ドル×８箇
月）まで９６,２２４ドル切り下げる。切り下げ後
は，４８,１１２ドルの負債および費用が残余の将来
の勤務期間（８箇月）に亘って毎月認識される。

図２ 契約終了支出の認識時点
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相手に書面で予告した時や契約相手と終了を交

渉した時）に認識し（図２参照），公正価値で

測定しなければならない。爾後測定について

は，全般的規定を当該日後の会計期間に適用す

る（SFAS１４６, para．１５）。

後者の企業に対する経済的便益なしに契約の

残余期間について発生し続ける支出に係る負債

は，たとえばリース物件の使用権や将来におけ

る財貨・用役の受領権といった，当該企業が契

約に基づく権利の使用を停止した時点（使用停

止日（cease-use date））に認識し（図２参照），

公正価値で測定しなければならない。終了する

契約がオペレーティングリース契約の場合に

は，使用停止日における負債の公正価値は，企

業がサブリースを始める意図の有無にかかわら

ず，当該資産から合理的に獲得される見積サブ

リース料を控除した残余の見積リース料１８）を基

礎にして決定する。ただし，残余の見積リース

料をゼロ未満まで控除してはならない１９）。

爾後測定については，全般的規定を当該日後

の会計期間に適用する（SFAS１４６, para．１６）。

３．３．その他関連支出

撤退活動または処分活動に関係するその他の

支出の一例としては，施設の統合または閉鎖お

よび従業員の配置換えのための支出などが挙げ

られる。撤退活動または処分活動に関係するそ

の他の支出に係る負債は，当該負債の発生した

会計期間（一般に，活動に関連する財貨・用役

を受領した時）に認識し（図３参照），公正価

値で測定する。当該支出が他の営業経費に従っ

て増加し，計画の直接の帰結として発生する場

合であっても，当該負債が発生するまでは認識

１８）残余の見積リース料は，リースについて認識さ
れたすべての前払分および繰延分の影響額を調
整しなければならない（SFAS１４６, fn．１１）。

１９）具体的には，以下のような会計処理になる
（SFAS１４６, para.A１１）。
ある企業は，年額１００,０００ドルで１０年間の

リース料支払いのオペレーティングリースに
よって，工場をリースしている。工場を５年間
操業した時点で，企業は撤退計画をコミットメ
ントした。当該計画に関連して，企業は１年間
の使用後（工場操業後６年後）に工場の操業を
停止し，その時点で残余のリース料は４００,０００ド
ル（残余の４年間に年額１００,０００ドル）になる。
この場合，実際または見積もりのサブリース

料控除後の残余の見積リース料に係る負債は，
使用停止日において認識し，当該日の公正価値
で測定する（下記ａ）。また，負債の当初測定に
用いた CARFRを使用した測定により，当該負
債は使用停止日後の見積キャッシュフローの改
定から生じる変更に関する調整を行う（下記ｂ）。

ａ．サブリースを希望する場合には，類似するリー
ス物件の市場のリース料に基づいて，企業は当
該工場をサブリースし，サブリース料として
３００,０００ドル（残余の４年間に年額７５,０００ドル）

を受け取ることができる。しかし，競争的な理
由から，企業は使用停止日において工場のサブ
リースを行わないと決定した。使用停止日にお
ける負債の公正価値は，期待現在価値手法を用
いて見積もると８９,４２７ドルである。１００,０００ドル
（リース期間の残余４年間に年額２５,０００ドル）
の見積キャッシュフローに CARFR８％を用いて
割り引く。このため，８９,４２７ドルの負債および
費用が使用停止日に認識される。堆積費用は使
用停止日後に認識される。

ｂ．その年の年末に，上述の競争的な要因が解消し
たものとする。このため，企業は工場をサブ
リースすることを決定し，実際にサブリースを
行った。企業は，サブリース日における類似し
たリース工場の市場リース料に基づきサブリー
ス料を２５０,０００ドル（残余のリース期間３年間に
年額８３,３３３ドル）を受け取る。当該企業は，改
定された見積キャッシュフロー５０,０００ドル（残
余のリース期間３年間に年額１６,６６７ドル）を反
映して，負債の当初測定に用いた CARFR８％を
使用して割り引き，サブリース日における負債
の帳簿価額を４６,３８８ドルに調整する。堆積費用
はサブリース日後に認識する。

図３ その他関連支出の認識時点
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してはならない（SFAS１４６, para．１７）。

４．小括

以上，本節では SFAS１４６の会計処理を概観

した２０）。この SFAS１４６の会計処理について，

SFAS１４３型の会計処理の観点でまとめておこ

う。

認識要件について，SFAS１４６では，直接に

は「負債の発生」を認識の基礎としている。内

容としては，SFAC６における負債定義の充足

を認識要件としており，より具体的には現在の

債務の存在を認識要件にしているのであった。

現在の債務の存在を認識要件とすることは，債

務性要件を採っていることを意味するため，認

識要件として債務性要件を採る SFAS１４３型の

会計処理と合致している。

当初測定値について，SFAS１４６では，直接

には「公正価値」を指示している。SFAS１４６

における公正価値は，期待現在価値手法で算定

することが想定されている。期待現在価値は期

待値が基礎になっており，当初測定値として期

待値を採る SFAS１４３型の会計処理と合致して

いることになる。

爾後測定について，SFAS１４６では負債の簿

価修正を指示しており，これも爾後測定に負債

の簿価修正を採る SFAS１４３型の会計処理と合

致している。

SFAS１４６の会計処理は，認識要件，当初測

定値，爾後測定という会計過程全体において，

SFAS１４３型の会計処理の定義と合致してお

り，SFAS１４６は SFAS１４３型の会計処理を

採っていることが確認された。

�．EITF９４-３との比較における SFAS１４６の
特徴

前節で確認した SFAS１４６の会計処理につい

て，EITF９４-３の会計処理２１）との比較の下での

特徴を確認していこう。

１．SFAS１４６と EITF９４-３の同異

それぞれの対象は，SFAS１４６の対象が処分

負債（disposal liability），EITF９４-３の対象が

撤退支出（exit cost）という異なる表現でまと

められているが，指し示す内容や範囲はほとん

ど同じである。このことは，SFAS１４６が，EITF

９４-３を直接的に継承した会計基準と位置づけら

れていることからも確認できる（SFAS１４６，

Summary）。

認識要件については，両会計基準ともに債務

性基準を採用している点では共通している。し

かし，債務生成を把握するトリガー事象（trig-

gering event）は異なっている。SFAS１４６の

認識要件は，SFAC６における負債の定義充足

を基礎にしており，とくに現在の債務としての

支出の回避不能性が重視されている。他方，

EITF９４-３では，従業員解雇給付については

SFAS１４６と同様の回避不能性を重視していた

（告知日要件）ものの，全体的には経営者によ

るコミットメントを債務生成のトリガー事象と

していた（コミットメント日要件）。SFAS１４６

による負債認識は，EITF９４-３による負債認識

よりも遅延する規定になっており，同じ債務性

要件ではあっても SFAS１４６は，EITF９４-３よ

りも「厳格」な認識要件を採るように改正され

たことになる２２）。

当初測定値は，両会計基準で明らかに異な

る。SFAS１４６は期待現在価値手法で算定する

ことを想定した公正価値を採っているのに対し

て，EITF９４-３では見積支出額を採っていたか

らである。爾後測定に関しても両会計基準は明

２０）SFAS１４６の本文には「将来の期待営業損失」の
記述はないが，これらの損失は発生した会計期
間に認識することを要求しているようである。
詳細は，久保［２０１５］Ⅳ．１．３．３．を参照。

２１）EITF９４-３の会計処理については，久保［２０１３］を
参照。

２２）解雇給付に対するさまざまな債務生成事象の考
え方は Johnson［１９９４］を，負債の定義充足によ
る負債認識がコミットメント日要件よりも一般
に遅延することについては Lennrad and
Thompson［１９９５］をそれぞれ参照。
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らかに異なっている。SFAS１４６が負債の簿価

修正を行う旨を明示しているのに対して，

EITF９４-３には爾後測定に関する規定がなかっ

たからである。

従業員解雇給付については，EITF９４-３でも

告知日要件を採っていたことから，大枠では

SFAS１４６とEITF９４-３とは同じ規定になって

いる。ただし，受給権未獲得従業員解雇給付の

扱いは異なっている。SFAS１４６では告知日後

の勤務に応じた比例的認識を要求しているのに

対して，EITF９４-３では撤退支出に該当する２３）

解雇給付の全額を告知日に負債認識すべきと要

求していたからである（図１参照）。受給権未

獲得従業員解雇給付についても，SFAS１４６の

負債認識はEITF９４-３による負債認識よりも遅

延するようになったことになる。

契約終了支出についても両会計基準で認識時

点が異なっている。SFAS１４６では契約を終了

させた日や使用を停止した日に負債認識を行う

のに対して，EITF９４-３では使用停止を経営者

がコミットメントした日に負債認識を要求して

いたからである（図２参照）。契約終了支出に

ついても，負債の認識時点が遅延するように改

正されていることになる。

また，契約終了支出のうち，オペレーティン

グリース契約の終了支出については，測定に関

しても相違している。計上すべき金額として，

SFAS１４６では合理的な見積サブリース料を見

積リース料から控除すべきとしているのに対し

て，EITF９４-３では見積サブリース料を見積

リース料から控除してはならないとしていたか

らである２４）。SFAS１４６の下で計上される負債

額は，控除される見積サブリース料の分，

EITF９４-３の下で計上される負債額よりも小さ

く，場合によっては負債のオフバランスにつな

がるように改正されたのである２５）。

その他関連支出についても，両会計基準で認

識時点が異なっている。SFAS１４６が「負債の

発生」を指示しているのに対して，EITF９４-３

ではコミットメント日での認識を要求していた

からである（図３参照）。負債の発生は「一般

に，活動に関連する財貨・用役を受領した時」

とされることから，SFAS１４６で認識される負

債の実質は未払金であり，EITF９４-３で認識さ

れる負債よりも認識時点は遅延することにな

る。

２．小括

本節における両会計基準の比較によって（表

２参照），大きく２つのことが確認できた。

第１に，両会計基準では，測定局面に明らか

な相違が見られることである。当初測定値は

EITF９４-３の見積支出額から，SFAS１４６の期

待現在価値手法を前提とする公正価値へと変更

され，爾後測定を規定していなかったEITF

９４-３から，SFAS１４６では爾後測定でも公正価

値を測定目的として明示した上で，各決算期に

負債の簿価修正を規定しているという顕著な相

違が確認できた。久保［２０１３］で示唆されてい

た，「SFAS１４３型の原形」と SFAS１４３型との

相違が改めて確認できたことになる。

第２に，SFAS１４６による負債認識は，全般

にEITF９４-３による負債認識よりも遅延し，金

額も少額になることである２６）。負債認識の遅延

化は，同じ債務性要件ではありながら，債務生

成を認識するトリガー事象が異なっていること

に由来し，契約終了支出に係る負債として計上

２３）ただし，配置転換後の教育のための勤務など，
従業員の勤務が撤退支出に該当しない場合には
勤務に応じた負債認識を行う。

２４）EITF９４-３が見積サブリース料の控除を禁止して
いたのは，コミットメント日後の収益認識を実
現基準に拠るとしていたためである。

２５）控除する見積サブリース料が見積リース料以上
の場合，測定値がゼロになるためである。

２６）当初測定値として，EITF９４-３が見積支出額を採
り，SFAS１４６が期待値を採るため，厳密には
SFAS１４６に従った測定値が大きくなることもあ
り得る。しかし，リストラクチャリング関連支
出については，見積キャッシュアウトフローが
極端な確率分布になることは想定されないた
め，同じ対象について，実際上は，常に SFAS
１４６による負債額が EITF９４-３による負債額以下
になる。
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される金額は公正価値測定の採用と見積サブ

リース料の控除の規定によって減額されること

になったのである。EITF９４-３から SFAS１４６

への改正は，負債は「早く」「多めに」計上す

べしとする伝統的な保守主義とは反する方向へ

の改正ということになる。

本稿は，「�．はじめに」で述べたように，久保
［２０１３］の議論を引き継いでいる。久保［２０１３］で

は，EITF９４-３から SFAS１４６への改正につい

て，もっぱら測定面の相違に注目しており，実

際に，SFAS１４６が当初測定値における期待値

および爾後測定における負債の簿価修正を採用

したことが確認された。これに加えて，認識面

においても，トリガー事象の変更に伴う負債認

識の遅延化，さらに公正価値測定の採用と見積

サブリース料の控除に伴う負債の減額化という

重要な相違が存在することが明らかになったこ

とになる。

�．EITF９４-３から SFAS１４６への改正

本節では，FASBの審議過程の分析によっ

て，EITF９４-３から SFAS１４６への変更が，い

かなる理由で行われたのかFASBの意図を確

認する。

１．プロジェクトの全体像

１．１．プロジェクト導入の経緯

具体的な審議内容を確認する前に，SFAS１４６

の公表に至るFASBの正規の手続き（due proc-

ess）を確認しておこう。

SFAS１４６は，「減損関連（Impairment Is-

sues）」プロジェクトの成果として公表された会

計基準である。減損関連プロジェクトは，１９９６

年８月２１日のFASB会議でアジェンダ入りが

決定された（FASB［１９９６a］）。アジェンダ入り

決定時は，「処分予定資産（asset to be disposed

of）に関する一定の実務問題の取り扱い，処分

予定資産のすべてに対する単一モデルの確立お

よび SFAS１２１における保有かつ使用資産（as-

sets held and used）に係るのれんの減損の認

識と測定の適用」（FASB［１９９６b］p．１２）を目的

とする「技術的アジェンダとしての限定的プロ

ジェクト」（FASB［１９９６b］p．１３）に位置づけら

れていた。もっぱら SFAS１２１「長期資産の減

損に関する会計および処分予定長期資産に関す

る会計」の実務上の問題解決を主たる内容とす

る限定的なプロジェクトとして開始されたので

ある。

アジェンダでの位置づけの通り，プロジェク

トの初期段階では長期資産の減損を主題として

進行し，負債に関する議論はまったく行われて

いなかった。また，このプロジェクトに負債の

問題は関係しないことも，FASB理事間で意識

されていた。たとえば，１９９７年６月２５日会議

では，減損損失を一定の蓋然性で認識すべきか

否かに関する審議が行われ，その際に次のよう

な議論がなされている。すなわち，減損損失の

SFAS１４６ EITF９４-３ 改正の影響

全
体
的
規
定

対象 処分負債 撤退支出 実質的な変更なし

認識要件 債務性要件（負債の発生基準） 債務性要件（コミットメント基準） 認識遅延化

当初測定値 公正価値（期待現在価値） 見積支出額 期待値の採用

爾後測定 負債の簿価修正 規定なし 規定の新設

追
加
的
指
針

受給権獲得済従業員解雇給付 告知日認識 告知日認識 変更なし

受給権未獲得従業員解雇給付 勤務期間に亘る比例認識 告知日認識 認識遅延化

契約終了支出 契約終了・使用停止日認識 コミットメント日認識 認識遅延化

見積サブリース料 負債から控除 実現時に収益認識 負債の減額

その他関連支出 財貨・用役の受領日認識 コミットメント日認識 認識遅延化

表２ SFAS１４６と EITF９４-３における会計処理の比較と改正の影響
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認識にあたって，スタッフから提案された指針

がEITF９４-３の負債認識の指針と整合しないこ

とへの懸念がCope 理事から示されたが，「２つ

の問題は別の問題」（Leisenring 理事）であっ

て，「本基準の結論として，…負債の発生と…

資産の減損とは別問題とすべきである」（Foster

理事）との意見が採用されているのである

（FASB［１９９７a］pp．３-４）。

長期資産の減損を扱っていたプロジェクトに

おいて，負債の認識が関係することになったの

は１９９７年９月１７日会議の審議に端を発する。

この会議では，資産の減損と処分予定資産に関

するいくつかの論点の審議が行われ，そのうち

の１つとして論点４．１（Issue４．１）「操業を停

止し，撤去（abandoned）したものとして会計

処理されている資産の公正価値から控除すべき

支出は何か」が審議された。この審議の際に，

控除すべき金額が資産の帳簿価額を超える場合

の取り扱いも論点として挙げられた。この論点

自体は簡単な議論によって２７），撤去のための直

接増分支出は公正価値を限度として控除し，公

正価値を超過する場合には負債として認識すべ

きと合意された（FASB［１９９７b］p．７）。この合

意に至った後，負債として認識すべき時期を巡

る議論も行われた。議論は「操業停止時」とす

る案（４．１Ｃ）と「負債の発生時」とする案

（４．１Ｄ）とで対立した。議論の結果，「経営者

による資産の撤去計画は過去事象（past

event）を構成」せず，「かかる支出は負債の

定義を満たさない」として，負債の発生時に認

識すべきことで，Larson 理事１名を除く６名

の理事による賛成多数２８）で合意に達した（FASB

［１９９７b］pp．７-８）。

そして，この合意の後，Leisenring 理事から

プロジェクトの範囲拡張に関する提案が行われ

た。すなわち，減損処理において控除すべき支

出という狭い範囲の支出だけではなく，EITF

９４-３およびAPBO３０の対象とされているより

広い範囲の支出についても整合させる必要があ

る旨の提案が行われたのである。この提案が他

の理事にも受け容れられ，「本プロジェクトに

おいて，EITF９４-３およびAPBO３０の会計処

理を再考し，撤去に係る支出の定義を明示す

る」ことになったのである（FASB［１９９７b］

p．９）。

処分負債の会計処理がプロジェクトで審議さ

れることになったのは，この経緯から明らかな

ように，EITF９４-３やAPBO３０における処分

負債に関する会計処理に何らかの問題点が指摘

されたり，改正の必要性が指摘されたりしたか

らではなかったのである。長期資産の処分活動

という減損処理が必要になるような状況下で認

識すべき，資産の処分に関係する支出に係る負

債の認識問題が俎上に載せられたに過ぎなかっ

たのである。言い換えれば，処分負債に関する

FASBの議論は，特定の実務上の問題や政治的

問題などの「外圧」の影響を受けずにFASB

自身の必要で開始した審議において，FASBの

「理念」を発揮しやすい状況で行われたという

ことである。

１．２．プロジェクトの進行

処分負債に関するプロジェクトは，アジェン

ダ入りの後，１９９８年３月４日に初回の会議が

開催され，その後９回の会議を経て，２０００年６

月３０日付けで公開草案が公表された。公開草

案に対するコメントレターの分析および関係者

２７）スタッフからは，４つの案（４．１Ａ（撤去のため
の全支出を控除し，その額が資産の公正価値を
超える場合には負の公正価値（negative fair
value）を持つ資産を計上する），４．２Ｂ（撤去の
ための直接増分支出のみを控除し，その額が資
産の公正価値を超える場合には負の公正価値を
持つ資産を計上する），４．３Ｃ（撤去のための直
接増分支出を公正価値を限度に控除し，公正価
値を超過する場合には操業停止時に負債として
認識する），４．１Ｄ（撤去のための直接増分支出
を公正価値を限度に控除し，公正価値を超過す
る場合には負債発生時に負債として認識する））
が提示された。

２８）FASBの議事録におけるある案の採択は，「～に
反対はしない（not object to...）」という慎重な
言い回しで表現されている。
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との円卓討論（２００１年１月１６日）の開催，そ

の後に４回の会議が開催され，２００２年６月の

SFAS１４６の公表をもって終了している２９）３０）。

以上のように，処分負債を主題とした会議に

関する議事録は１４回分の会議について記録さ

れている３１）。この１４回の会議は大きく３つの

進行に分けられる（表３参照）。第１にアジェ

ンダ入り直後の推定債務（constructive obliga-

tion）に関連する４回の会議，第２に全体的な

骨格が決まった１９９８年４月２９日会議，第３に

骨格への肉付けを行った１９９８年１０月１４日以

降１０回の会議である。

アジェンダ入りが決まった１９９７年９月１７日

会議の審議の経緯から明らかなように，資産の

処分に関係する支出に係る負債は発生時に認識

すべきとの方向性は早々に決まっていたため，

審議は個別事項に関する内容を中心に行われた

のである。以下，推定債務に関連する審議，

１９９８年４月２９日会議の審議，その後の１０回

の会議の審議の順に，それぞれの内容を確認し

ていこう。

２．対象とする推定債務の範囲・定義・存在要件

２．１．AROプロジェクトとの関係

処分負債の会計処理に関する審議は，１９９８

年３月４日会議において，資産を除去（retire-

ment）するための支出（処分支出）につい

２９）減損関連プロジェクトは，公開草案公表後に，
「長期資産の減損または処分」を扱う第１グルー
プと，処分負債を扱う第２グループに分割さ
れ，「長期資産の減損または処分」に関する本基
準は２００１年第３四半期に公表すると決定され
（FASB［２００１b］p．２），２００１年８月 の SFAS１４４
の公表をもって第１グループの作業は終了し
た。

３０）プロジェクトの全体像の俯瞰のために，ここで
公開草案の内容および関係者の評価を確認する
ことが望ましいが，本稿全体のバランスの関係
で，これらは別稿（久保［２０１５］）に譲っている。

３１）これらの会議に関する議事録とは別に，３報の議
事録も記録されている。すなわち，スタッフに
よるコメントレターの分析報告を行った２０００年
１１月２２日会議（FASB［２０００d］），関係者との円
卓討論（Round Table Discussion）の開催決
定を行った２０００年１２月１３日会議（FASB［２０００
e］）および２００１年１月２６日に開催された円卓討
論の議事録（FASB［２００１a］）である。これらの
詳細は，久保［２０１５］で検討している。

開催日 推定債務 全般的規定
追加的指針

その他
契約終了支出 解雇給付 その他の支出 将来営業損失

１９９８年３月４日 ●

１９９８年４月１日 ●

１９９８年４月２９日 ● ● ● ● ● ●

１９９８年７月１日 ●

１９９８年１０月１４日 ● ●

１９９９年６月２３日 ●

１９９９年７月２１日 ● ●

２０００年２月１日 ●

２０００年３月１日 ●

２０００年５月２日 ●

２００２年２月１３日 ● ●

２００２年３月２０日 ●

２００２年４月１７日 ●

２００２年５月１５日 ● ●

表３ SFAS１４６の審議状況

注１）●印が，当該項目について審議されたことを表す。
注２）１９９８年３月４日会議，１９９８年４月１日会議，１９９８年７月１日会議は，AROプロジェクトとの合同会議である。
注３）１９９９年６月２３日会議，２０００年２月１日会議，２０００年３月１日会議，２０００年５月２日会議は，「長期資産の減損または処分」に

関する会議の一部としての開催である。
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て，資産除去債務（ARO）プロジェクトの対

象とすべき支出と減損関連プロジェクトの対象

とすべき支出との区別の方法から始まった。

区別の方法について，スタッフから，�債務
源泉アプローチ，�事象アプローチ，�混合ア
プローチという３つの案が提示された（FASB

［１９９８a］Attachment）。

�債務源泉アプローチ（Source of Obligation
Approach）

このアプローチは除去支出を次の３つに分類

し，第１分類と第２分類の支出をAROプロ

ジェクトの対象とし，第３分類の支出を減損関

連プロジェクトの対象とするアプローチであ

る。

第１分類（Category１）：推定債務とは関係

しない法的債務（legal obligation）

第２分類（Category２）：法的債務から直接

的に導かれる推定債務

第３分類（Category３）：法的債務から直接

的には導かれない推定債務

�事象アプローチ（Event Approach）
このアプローチは除去支出を特定すべき事象

について，その事象が資産の取得または操業に

係る経営者の意思決定に関係していればARO

プロジェクトの対象とし，資産の処分に係る経

営者の意思決定に関係していれば減損関連プロ

ジェクトの対象とするアプローチである。

�混合アプローチ（Combined Source of Obliga-
tion/Event Approach）

このアプローチは債務源泉アプローチと事象

アプローチを組み合わせるアプローチであり，

第１分類と第２分類かつ資産の取得または操業

に係る経営者の意思決定に関係する除去支出を

AROプロジェクトの対象とし，第３分類かつ

資産の処分に係る経営者の意思決定に関係する

除去支出を減損関連プロジェクトの対象とする

アプローチである。

これらのアプローチのうち，スタッフは混合

アプローチを理事会に提案したが（FASB

［１９９８a］p．３），AROプロジェクトでは第１分

類と第２分類だけでなく，第３分類の債務を対

象にする必要があること，また，事象アプロー

チに拠れば推定債務を細分する必要がないこと

の２つの理由から，理事会では事象アプローチ

を採用することに決定した（FASB［１９９８a］

pp．３-４）。

この決定を受けて，Jenkins 議長は両プロ

ジェクトのスタッフに対して，「両プロジェク

トで適用可能な推定債務の定義の開発」を合同

で当たるよう指示した。

２．２．推定債務の存否および本質

１９９８年３月４日会議における Jenkins 議長

の指示を受けて，１９９８年４月１日会議では，以

下の３つの要件のすべてを充足する場合に推定

債務は存在するという提案がスタッフからなさ

れた（FASB［１９９８b］p．２and Attachment）３２）。

要件１：企業が過去に確立された実務パターン

に沿って行動したり，将来もその行動

をとることを表明したり，これらのい

ずれかないし両方であること。

要件２：企業の過去の行動や表明あるいは両方

への合理的な依拠の結果として，他者

が行動をするか否かを決定すること。

要件３：企業の過去の行動や表明あるいは両方

を他者が信頼した結果として，企業が

過去の実務を中止したり，表明に背い

たり，これらのいずれかないし両方で

ある場合には，ほとんどまたはまった

く回避不能な経済的犠牲をもたらす重

大な経済的悪影響が企業に生じること

がほとんど確実（probable）であるこ

と。将来の犠牲とは，企業に将来の全

３２）これらの要件は，１９９８年５月１９日に開催された
AAA財務会計基準委員会（Financial Account-
ing Standards Committee of the American
Accounting Association）とのリエゾン会議
において「適当かつ合理的である」と評価され
た（FASB［１９９８d］p．２）。
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経済的便益よりも大きい支出が発生す

る場合に生じる。

これらの要件の各々は他の会計基準や公開草

案で明示的または暗黙的に使用されてきたが，

これらを組み合わせて使用するのは初めての試

みとされた（FASB［１９９８b］p．２）。３つの要件

を組み合わせて使用することは，スタッフが

「推定債務としての資格を与えるのに高い閾値

を確立すること」を意図したからである（FASB

［１９９８b］p．３）。

若干の議論の後，全会一致でスタッフの提案

は採択され，減損関連プロジェクトとAROプ

ロジェクトにおいて，例示を用いてこの要件を

テストする必要性が確認された（FASB

［１９９８b］p．４）。

１９９８年７月１日会議もAROプロジェクトと

の合同で開催され，推定債務の性質に関して審

議された。推定債務の存在要件は，前述のよう

に，１９９８年４月１日会議で合意されていた

が，その後の作業を通じて推定債務の本質的性

質（core features）と存在要件の審議が必要に

なったのである。

スタッフから，SFAC６における負債の定義

との関連に基づき，推定債務の本質として次の

２つ が 挙 げ ら れ た（FASB［１９９８e］Attach-

ment）。

�企業が，（ａ）法的に課されたか，または，
（ｂ）過去に確立した実務パターンとしてとっ

てきた行動ないし将来的にその行動をとると

の表明の結果として，義務（duty）または

責任（responsibility）を有すること。

�企業外部の他者が，企業の遂行に対して依拠
することが正当化されること。

推定債務の本質を巡っては，とくに�の内容
について，SFAC６に おける負債の 性 質

（SFAC６，paras．３６-３９）との関連で議論され

た。議論において，SFAC６の定義および性質

を考慮する場合，他者による依拠の正当化とい

う観点ではなく，当該企業に回避の余地がない

という観点（回避不能性）が必要であることが確

認された。この確認を受けて，Jenkins 議長は，

本質の�を「遂行を回避する余地がほとんどま
たはまったくない」旨に置き換えることを提案

し，この修正案が全会一致で採択された

（FASB［１９９８e］pp．２-４）。

次いで，推定債務の存在要件が議論された。

スタッフは，１９９８年４月１日会議で合意され

た要件の明瞭化のために，次のような修正を提

案した（FASB［１９９８e］Attachment）。

�企業は，過去において実務パターンを確立す
る行動をとるか，あるいは，将来において行

動をとることを他者に表明している。

�企業外部者は，企業の実行への依拠が正当化
される。

ａ．他者は，企業と直接または間接の関係

を有している。

ｂ．他者とは，個人から広く大衆まで及び

得る。

ｃ．他者は，企業に知られている必要はな

い。しかし，企業に知られていなくと

も，企業は一般に他者を説明する特徴

の特定が可能でなければならない。

ｄ．企業が過去の行動を止める表明をした

場合には，他者は企業の遂行について

依拠することが正当化されなくなる。

�企業の遂行について他者が依拠する結果とし
て，企業は将来の犠牲を回避する裁量をほと

んどまたはまったく有さない。遂行しないこ

とが企業に対する不利な経済的帰結をもたら

すことがほとんど確実な場合に，将来の犠牲

を回避する余地はほとんどまたはまったくな

い。

ａ．ほとんど確実とは SFAS５で用いられ

ている意味であり，生じる確率が高い

ことを意味する。

ｂ．不利な経済的帰結とは，
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ⅰ 定量的でも定性的（たとえば，従業

員，顧客，供給元または地域共同体

との関係悪化など）でもあり得る。

ⅱ 遂行しないことの不利な影響は，遂

行しないことの便益よりも大きい場

合に存在する。不利な影響には，遂

行すべき企業に依拠する他者にとっ

て利用可能な法律上の救済策を含む

が，これに限定されない。

ⅲ 債務額の測定には使われないが，企

業が将来の犠牲を回避する余地がほ

とんどまたはまったくないか否かを

決定することに用いられる。

文言調整の結果，�における「資産の犠牲
（sacrifice of assets）」を「債務の履行（fulfilling

the obligation）」に置き換え，�ｂⅲを削除す
ることで暫定的に合意された（FASB［１９９８e］

pp．４-５）。この結果，推定債務の存在要件は，次

のように整理されたのである（FASB［１９９８g］

Attachment）。

ａ．企業は，過去に実際の行動をとった慣行が

ある，あるいは，他者に対して行動をとる

ことを表明した。

ｂ．過去の慣行または表明で具体化された行動

を企業がとることを合理的に依拠している

他者が，企業に便益を享受する方法で実行

してきた。

ｃ．実行しないことを阻止するのに十分なほど

に，実行しないという意思決定に関連する

直接的な経済的不利益を企業が被ることが

ほとんど確実である。経済的不利益は以下

のようなものから生じる。

ⅰ 企業が損害を与えた他者による行動。

ⅱ 実行を回避するためのあらゆる努力に

もかかわらず取り得る唯一の選択肢と

しての企業自身の行動の帰結。

１９９８年１０月１４日会議では，法的債務に該

当しない解雇給付について，１９９８年７月１日

会議で合意された推定債務の存在要件への当て

はまりが審議された。

スタッフの提案に対する理事間の議論は，減

損関連プロジェクトのみを検討対象とするので

あれば概ね合意に達する模様であった。しか

し，資本および負債プロジェクト，AROプロ

ジェクトと本プロジェクトの３つのプロジェク

トを統合的に見た場合には不整合が生じるとの

懸念が強く示された（FASB［１９９８g］pp．５-８）。

この懸念を受けて３３），Jenkins 議長は，翌週開

催予定のAROプロジェクトの審議まで本プロ

ジェクトの審議の先送りを決定した（FASB

［１９９８g］p．８）。

翌週（１９９８年１０月２１日）開催されたARO

プロジェクトの会議においても，推定債務の要

件をより深く検討することと，減損関連プロ

ジェクトと負債および資本プロジェクトとの整

合性を図る旨の指示されるにとどまり，具体的

な決定は行われなかった（FASB［１９９８h］p．

３）。

その後，１９９９年１月１３日会議において，

「減損および資産処分プロジェクト」，「金融商

品：負債および資本プロジェクト」，「AROプ

ロジェクト」の合同で，推定債務が負債の定義

を充足する時点を巡る審議が予定されていたが

（FASB［１９９９a］p．１），実際の審議は行われな

かった（FASB［１９９９b］pp．２-３）。結局，推定債

務の存在要件あるいは推定債務が負債の定義を

充足する要件などの審議は立ち消えとなり，

SFAS１４６では推定債務に関する明示的な記述

は行われていない。

以上のように，推定債務の存在要件あるいは

本質に関する詳細な議論が，プロジェクトの序

盤の中心的な論点であった。しかし，プロジェ

３３）ただし，１９９８年９月２３日に開催された負債およ
び資本プロジェクトに関する会議において，必
ずしも３プロジェクトで整合的な作業は必要な
い旨 Jenkins議長から指示されていた（FASB
［１９９８f］p．５）。
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クトの最後に至るまで，具体的な内容の合意に

は至らず，SFAS１４６は明示的には推定債務を

対象としないまま公表に至ったのである。プロ

ジェクト当初には「第３分類：法的債務から直

接的には導かれない推定債務」がスタッフから

提案される程に広い範囲の債務を対象にするこ

とが意図されていたものの，徐々に債務の範囲

が狭められ，最終的には法的債務と極めて限定

された推定債務のみに債務の範囲は限定された

のである。認識要件については SFAC６の負債

の定義充足を基礎にしながら，対象については

SFAC６よりも「高い閾値」の採用が意図され

ており，SFACと SFASとの間の「捻れ」が

見られるのである。

３．１９９８年４月２９日会議における審議内容

１９９８年４月２９日会議は，初めて減損関連プ

ロジェクト単独で開催された会議であると同時

に，SFAS１４６の規定の骨格が決定した重要な

会議である。

この会議では，まず，資産を売却または撤去

する計画から生じる将来費用を現在の負債とし

て認識するには，負債の定義を充足しなければ

ならず，売却または撤去を計画すること自体は

将来費用の債務生成事象（obligating event）と

はならないという全体的な方針がスタッフから

提案された。企業のコミットメントを負債認識

の基礎とするEITF９４-３からの変更を意味する

ことも説明されている（FASB［１９９８c］p．２）。

その後，�既存リース関連費用，�従業員解
雇給付関連費用，�資産の売却計画または撤去
計画から生じるその他の費用，�将来の営業損
失のそれぞれについて数値例に基づいて全般的

な方針の当てはめが議論された。順次，議論の

内容を確認しておこう。

３．１．既存リース関連費用

既存リース関連費用について，次の［数値例

１］（FASB［１９９８c］Attachment）に基づいて２

つの問題が審議された。

［数値例１］ある企業は，オペレーティング

リース処理しているリース資産を使用してい

る。リース期間は６年間である。この企業

は，リース資産を現在までに４年間（過去占

有期間）使用している。事業部門の売却計画

に拠れば，この企業はリース資産をあと１年

間（将来期待占有期間）使用する予定であ

る。

３．１．１．違約金の扱い

第１に，「リース契約の約定に拠れば，この

場合の企業はリース契約を解約すると５０,０００

ドルの違約金を支払うことになる」という［条

件１Ａ］に基づく議論が行われた。

スタッフは，違約金のうち，過去占有期間に対

応する金額（５０,０００ドル×４年／５年＝４０,０００

ドル）は事業部門売却の計画をコミットメント

した時点で負債として認識する一方，将来期待

占有期間に対応する金額（５０,０００ドル×１年／

５年＝１０,０００ドル）はリース期間に亘って比例

的に（ratably over that period）認識すること

を提案した（FASB［１９９８c］p．３）。提案の理由

として，�法的債務の存在，�過去事象の生
起，�SFAS５に従って負債発生がほとんど確
実であること，�リース会計の全般的処理に合
致していることの４つの理由が挙げられている

（FASB［１９９８c］p．４）。また，スタッフは，こ

の［条件１Ａ］をEITF９４-３に従って会計処理す

る場合，リース資産を将来的に使用するか否か

に関わりなく，当該企業が撤退計画をコミット

メントした時点で違約金の全額を負債として認

識することになるため（FASB［１９９８c］p．４），

EITF９４-３からの変更になる旨説明した。

スタッフの提案に対して，Larson 理事，Le-

isenring 理事，Foster 理事が，リース契約に

係る債務生成事象に関連づけて賛意を表明し

た。すなわち，リース契約に係る債務生成事象

は「リースを止めること」ではなく「リースを

開始すること」であるから，当初の契約に含ま

れていた違約金はリース期間の全期間に亘って
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認識すべきことが正当化されるというのであ

る。このような考え方は，リースに対する会計

全般とも整合的であると指摘され（Jenkins 議

長，Lucas 理事），全会一致でスタッフの提案が

採択された（FASB［１９９８c］p．５）。

３．１．２．収益貢献のない支出の扱い

第２に，「リース契約の約定に拠れば，この

リースは解約不能である。したがって，この企

業は残余リース期間に亘って，毎年６０,０００ド

ルのリース料を支払わなければならない。ま

た，この設備はカスタマイズされたものなの

で，企業（レシー）と地主（レサー）の双方に

おいて，使用停止後のサブリースは不可能であ

る」という［条件１Ｂ］に基づく議論が行われ

た。

スタッフは，［条件１Ｂ］についても［条件１

Ａ］と同様の処理を採ること，すなわち使用を

停止する６年目に支払う６０,０００ドルもリース

総額に含めて測定を行うべきと提案した

（FASB［１９９８c］p．５）。この提案は，企業が撤

退計画をコミットメントした時点（５年目）で

６年目の支払リース料を負債として認識すべき

とするEITF９４-３からの変更であることも説明

された。

審議では，［条件１Ｂ］には直接的には関係し

ない見積サブリース料の扱いが議論された。ス

タッフは，企業が使用停止したリース資産をサ

ブリースする場合，見積サブリース料はリース

負債から控除すると説明した。Cassel 理事と

Foster 理事もリース契約の観点や法的強制の

観点から見積サブリース料の控除は合理的であ

ると指摘し，先の提案と合わせて全会一致でス

タッフの提案は採択された（FASB［１９９８c］pp．５

-６）。

３．２．従業員解雇給付関連費用

従業員解雇給付関連費用については，次の数

値例２（FASB［１９９８c］Attachment and p．７）

に基づいて，２つの問題が審議された。

［数値例２］ある企業は，既存の協定ではなく，

今後継続する新設制度でもない協定に基づ

き，（工場閉鎖に関連して）解雇する従業員

の各々に解雇給付を支給する。当該企業は従

業員に告知済みの解雇計画を策定している。

なお，工場閉鎖のために操業停止後も１０人

の従業員が勤務を継続すると仮定する。

３．２．１．解雇給付単独の扱い

第１に，以下の［条件２Ａ］と［条件２Ｃ］に基

づく議論が行われた。

［条件２Ａ］各解雇従業員（計５０人）に６,０００

ドルを支給する。この給付は，従業員の解雇

日に支給される。

［条件２Ｃ］企業は，解雇まで雇用を継続し，

勤務する全従業員に対する給付の支給を提案

した。この給付は，従業員の解雇日に支給さ

れ，金額は将来の勤務期間を通じて週給１００

ドルである。企業では５０人の従業員が勤務

を継続し，各従業員に５,０００ドル程度の支払

いを見込んでいる。

［条件２Ａ］と［条件２Ｃ］とは，［条件２Ａ］が

解雇される各従業員に対する解雇給付の支給提

案であるのに対して，［条件２Ｃ］が解雇まで勤

務する全従業員に対する将来の勤務期間に基づ

いて算定される勤続賞与（stay bonus）の形式

による解雇給付の支給提案という形式上の相違

がある。しかし，支給の形式にかかわらず，

「給付の受給のためには，従業員は将来の勤務

期間に亘って勤続し，勤務しなければならな

い」という点で，［条件２Ａ］と［条件２Ｃ］の実

質は同じとされる（FASB［１９９８c］p．７）。この

ため，スタッフは両方の条件に対して「企業の

総負債は将来の勤務期間に亘って比例的に認識

すべき」という同じ提案を行った。理由とし

て，�企業の給付の提案および従業員の雇用継
続と将来の勤務期間に亘る勤務の応諾とによっ

て，解雇従業員に対する給付支給の推定債務ま

たは法的債務が生成していること，�本例にお
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いては，応諾後に雇用継続と勤務とによって給

付する企業の提案を従業員が応諾した時に過去

事象が生起していることの２つが挙げられてい

る３４）。この方法は，企業が従業員に対して解雇

計画を告知した時に負債の認識を行うEITF９４

-３からの変更になることも説明されたが，ス

タッフの提案は全会一致で採択された（FASB

［１９９８c］pp．７-８）。

３．２．２．解雇給付と退職給付との混合の扱い

第２に，「企業は，退職する各従業員に４,０００

ドルの割増金の支給を提示している」という

［条件２Ｂ］に基づく議論が行われた。

この場合には，解雇給付に上乗せされる割増

金は，従業員が企業からの提案に応諾した時に

負債として認識すべきとスタッフから提案され

た。�「給付の提示」と「従業員の応諾」とに
よって，離職従業員に対する法的債務が生成し

ていること，�従業員が応諾した時に債務生成
の過去事象が生起していること，�SFAS８８
の会計処理と整合していることの３つを理由と

している。この認識時点はEITF９４-３からの変

更ではないことも説明され，全会一致でスタッ

フの提案は採択された（FASB［１９９８c］pp．８-９）。

３．３．資産の売却計画または撤去計画から生じ

るその他の費用

資産の売却計画または撤去計画から生じるそ

の他の費用については，次の数値例３（FASB

［１９９８c］Attachment）および後述する数値例４

に基づいて，３つの問題が審議された。

［数値例３］ある企業では，資産の売却または

撤去に伴うその他の支出の発生を計画してい

る。

３．３．１．保証費用の増分

第１に，「企業は，販売済みの製品に必要な

製品保証（warranty）契約の外注契約を締結

し，この契約に従って，欠陥製品に対する製品

保証作業に対する発生費用の増加が見込まれ

る」という［条件３Ａ］に基づく議論が行われ

た。

スタッフは，製品保証費用の増分は，販売済

みの製品に対する製品保証請求が SFAS５の意

味でのほとんど確実な場合には，企業が資産の

売却計画をコミットメントした時に認識すべき

と提案した。この提案は，�販売契約によっ
て，欠陥製品に対する製品保証は法的債務に

なっていること，�企業が欠陥製品を販売した
時点で債務生成の過去事象は生起しているこ

と，�外注契約の締結の際に負債の測定に必要
な情報が確保されていることという３つの理由

を基礎にしている。この認識時点はEITF９４-３

からの変更ではないことも説明され，全会一致

でスタッフの提案は採択された（FASB

［１９９８c］pp．９-１０）。

３．３．２．工場閉鎖に対する支出

第２に，次の５つの条件に基づく議論が行わ

れた。

［条件３Ｂ］企業は，閉鎖工場の操業停止後に

も勤続する１０人の従業員に対する給料手当

（解雇給付を除く）の支払いを計画している。

［条件３Ｃ］企業は，工場の操業停止後に柵の

設置（緊締）のために外部業者への支払いを

計画している。当該企業は，過去に柵の設置

（緊締）を行ったことがあった。外部者が被

害に遭うことによる潜在的訴訟からの損失リ

スクおよび企業の評判（reputation）低下を

限定する目的で，潜在有毒化学物質を貯蔵す

るために，その柵（緊締）は撤去した。当該

企業では類似する潜在有毒化学物質の工場内

への貯蔵を計画していない。

［条件３Ｄ］当該企業が潜在有毒化学物質を工

場内に貯蔵する計画がある点を除き，［条件

３Ｃ］と同じ条件。

［条件３Ｅ］企業は，操業停止後の工場の保安

業務を提供する警備会社への支払いを計画し
３４）この会議の時点では，推定債務の存在要件が決

定されていなかったため，②の根拠が重視され
ていた。
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ている。

［条件３Ｆ］企業は，操業停止後にも解雇しな

い従業員の雇用継続および配置転換のための

費用発生を計画している。

これらの条件は，工場閉鎖のために操業を停

止した後に発生すると計画している費用に関係

している。これらの費用については，必要な用

役が提供された時に負債として認識すべきとス

タッフは提案した。この提案は，�提供されて
いない用役に対する支払いの債務（法的債務お

よび推定債務）は企業に存在しないこと，�用
役提供を受けた時に，企業は支払いを回避する

余地がなくなり，必要な債務生成の過去事象が

生起するという２つの理由を基礎にしている。

これらは事業からの撤退計画を企業がコミット

メントした時に負債認識するとしていたEITF

９４-３からの変更の提案になるが３５），FASBは全

会一致でスタッフの提案を採択した（FASB

［１９９８c］p．１０）。

ただし，［条件３Ｄ］について，１９９８年４月１

日会議で合意された推定債務の存在に関する第

３の要件との関連が別に議論された。スタッフ

から，［条件３Ｄ］のように，企業内で発生する

費用が推定債務に該当するか否かの確認を求め

られたからである。そして，［条件３Ｄ］だけで

は推定債務の存在を基礎づけることはできない

が，たとえば柵の設置を公に発表しているなど

の追加的な条件によっては推定債務の存在を基

礎づけられ得ることが指摘された（Leisenring

理事）。この意見に基づいて，Jenkins 議長は

［条件３Ｄ］を基礎にして，推定債務の存在要件

に関する追加的事例の開発をスタッフに指示し

た（FASB［１９９８c］pp．１０-１１）３６）。

３．３．３．資産の売却費用

第３に，「ある資産の売却計画に従って，企

業は（SFAS１２１に定義される）売却費用の発

生を見込んでいる」という［数値例４］（FASB

［１９９８c］Attachment）に基づく議論が行われ

た。

スタッフから，資産の売却費用は，企業が資

産の売却契約の締結時に認識すべきと提案され

た。この提案は，�企業には売却費用の支払いに
関する法的債務が存在していないこと，�他者
への債務が生成する契約締結時に，企業は支払

いを回避する余地がなくなり，必要な債務生成

の過去事象が生起するという２つの理由を基礎

にしている。この扱いは，EITF９４-３からの変更

ではないことも説明され，全会一致でスタッフ

の提案は採択された（FASB［１９９８c］pp．１１-１２）。

３．４．将来の営業損失

最後に，「企業は，売却予定資産に分類され

ている資産の保有期間に亘って営業損失の発生

を見込んでいる」という［数値例５］（FASB

［１９９８c］Attachment）に基づいて，将来の営業

損失についての審議が行われた。

スタッフは，将来の営業損失はその損失が発

生した会計期間に認識すべきと提案した。この

提案は，将来の営業損失は各損益項目の合計に

過ぎず，それ自体は負債の源泉とはなり得ない

ことを基礎にしている。この扱いも，EITF９４-３

からの変更ではないことが説明され，全会一致

でスタッフの提案は採択された（FASB［１９９８c］

p．１２）。

以上が１９９８年４月２９日会議の審議の概要で

ある。この会議における審議内容から２つのこ

とが指摘できる。

第１に，処分負債の認識要件として「負債の

定義充足」を基礎とする債務性要件の採用がこ

の段階で確認されていることである。同時に，

売却計画または撤去計画にコミットメントする

だけでは負債の定義は充足しないことも確認さ

３５）ただし，［条件３Ｆ］の場合は，EITF９４-３におい
ても，撤退支出に該当しないとして，従業員の
勤務に応じて認識すべきとされる。

３６）前述のように，推定債務に関する議論は立ち消
えとなったため，［条件３Ｄ］の場合に負債認識
をいつ行うのかは，SFAS１４６の明文上は明らか
ではない。おそらくは，柵の設置作業という用
役提供の受領時となり，ここでの議論よりも認
識は遅延化するものと考えられる。
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れている。コミットメントを基礎とする債務性

要件を採るEITF９４-３の規定からの変更がプロ

ジェクトの早い段階で方向付けられていたこと

を意味する。

第２に，EITF９４-３からの具体的な変更内容

も既に示されていることである。１９９８年４月２９

日会議において，�オペレーティングリース契
約の終了支出に該当する違約金および収益貢献

のない支出，�従業員が告知日後にも勤務を必
要とする解雇給付，�工場閉鎖の支出の大部分
について，認識時点の変更が確認されている。

それぞれ，�ではコミットメント時点での全額
の認識から，残余リース期間にも配分する認識

への変更，�ではコミットメント時点での全額
の認識から，将来の勤務期間に亘る比例的認識

への変更，�でもコミットメント時点の全額の
認識から，用役提供を受けた時点での認識への

変更といったように，全般に負債の認識時点が

遅延するような変更になっている。いずれの変

更でも，スタッフの示した根拠から明らかなよ

うに，（法的）債務の生成が重視されており，

SFAC６に依拠しつつ，具体的な規定において

は認識が遅延するような内容になっていること

を看取できる。

４．追加的な審議

４．１．全般的規定の追加的な審議

４．１．１．認識に関する全般的規定の変更

認識に関する全般的規定は，１９９８年４月２９

日会議以降はほとんど審議されず，唯一の審議

は公開草案の公表後の２００２年２月１３日会議に

おける審議だけである。

この会議において，スタッフから，公開草案

に示された認識要件のうちの蓋然性要件（将来

における資産の移転あるいは用役の提供がほと

んど確実であること）の削除が提案された３７）。

「この要件は，SFAC７で議論されている期待

現在価値手法に基づいて算定される公正価値測

定値と首尾一貫しない」ことが理由とされた。

理事からは意見なく３８），この提案は全会一致で

採択された（FASB［２００２b］pp．２-３）。

認識要件としての蓋然性要件と当初測定値の

算定のための期待現在価値手法とは相容れない

という SFAC７で示された関係（SFAC７，

paras.５５-６１）は，具体的な会計基準のレベル

でも採用されているものと理解できる。

４．１．２．測定に関する全般的規定の変更と追加

認識に関する考え方が早い段階で固まったの

と対蹠的に，測定に関する審議は終盤に至るま

で行われなかった。すなわち，公開草案公表直

前の２０００年５月２日会議では，処分完了日後

に清算される予定の債務の測定の問題就中割り

引きを行うか否か，割り引く場合の測定目的を

SFAC７に規定する公正価値とするか否かが主

題とされ（FASB［２０００c］p．２），測定に関する審

議がプロジェクトで初めて行われたのである。

審議にあたって，スタッフからは次の３つの

方 法 が 提 示 さ れ た（FASB［２０００c］Attach-

ment）。

アプローチＡ：将来の見積リース料および見積

サブリース料は割り引かない。

アプローチＢ：見積サブリース料控除後の将来

の正味支払リース料について，

使用停止日（企業がリース資産

の使用を停止する日）までの期

間で割り引きを行う。

アプローチＣ：見積サブリース料控除後の将来

の正味支払リース料について，

計画日（企業がリース資産の使

用期間がリース全期間よりも短

くなることをほとんど確実とす

るコミットメントを行う日）ま

での期間で割り引きを行う。

３７）公開草案における認識要件については，久保
［２０１５］Ⅱ．１．２．を参照。

３８）この問題については，外部者からも特段のコメ
ント等は寄せられていない（久保［２０１５］Ⅲ．を参
照）。
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３つの方法のうち，スタッフはアプローチＡ

を提案した。本プロジェクトの主眼が処分負債

の認識にあるため，リース会計モデルとの整合

性について改めて検討を要する測定上の問題を

プロジェクトに含めないことを主たる理由とし

ている（FASB［２０００c］pp．２-３）。

スタッフからの提案に対して，測定目的を公

正価値とする SFAC７との整合性や，APBO１２

「１９６７年オムニバス意 見 書」，SFAS８７，

SFAS１０６，SFAS１１２および既存のリース会計

モデルとの整合性を中心に種々の審議が行われ

た。審議の結果，Jenkins 議長は「アプローチ

Ｂとは，処分完了日後に清算される債務を処分

完了日（たとえば，企業がリース資産の使用を

停止した日や従業員が勤務を止めた日）におけ

る公正価値で測定する方法」であり，「SFAS

８７，SFAS１０６，SFAS１１２の対象である既存制

度の増強を通じて支払われる１回限りの解雇給

付については，処分完了日における測定および

爾後の会計処理にこれらの基準を適用する」と

いうようにアプローチＢの内容を敷衍した上

で，アプローチＢの可否を問うた。Jenkins

議長の提案が全会一致で採択された（FASB

［２０００c］pp．３-６）。

爾後測定に関する審議は，さらに遅くプロ

ジェクトの最終審議３９）である２００２年５月１５日

会議で行われた。公開草案の段階では爾後測定

が扱われていなかったのに対して，本基準では

爾後測定も扱うべきとされたためである。ス

タッフから，爾後測定についても測定目的を公

正価値とし，再評価差額は損益計算書において

当初認識時に計上した区分と同じ区分に計上す

べきと提案された。全会一致でスタッフの提案

は採択された（FASB［２００２e］pp．２-３）。

以上のように，測定に関しては，当初測定と

爾後測定ともに公正価値測定が採用されること

になった。審議の進行から明らかなように，

SFAS１４６における公正価値測定の採用は，

SFAS１４６の固有の問題としてではなく，測定

目的としての公正価値といった概念レベルか

ら，算定手法としての期待現在価値手法の採用

といった具体的レベルに至るまで SFAC７への

全面的な依拠の結果としてもたらされたものと

理解されるのである。

４．２．契約終了支出

４．２．１．公開草案公表前の審議

オペレーティングリース取引の停止支出に関

する審議は，１９９８年４月２９日会議の後には

１９９９年７月２１日会議で行われた。この会議で

は，スタッフから，１９９８年４月２９日会議の合

意事項である，�増分支出（本節４．４．参照），
�１回限りの解雇給付（本節４．３．参照），�オ
ペレーティングリース取引に係る契約債務の発

生費用についての再確認が依頼された。

１９９８年４月２９日会議の合意に拠れば，オペ

レーティングリース取引の契約終了支出はリー

ス期間の全体に配分することになる。これに対

して，Foster 理事は，オペレーティングリー

ス取引に対する違約金の扱いが解雇給付の扱い

と不整合であることを理由に異議を唱えた。そ

して，Foster 理事は，企業がリースを停止す

る以外に選択肢のない場合には，リース停止時

に違約金に係る負債を認識すべきと提案した。

この提案は，告知日に負債を認識する解雇給付

の扱いとも整合的であると主張する。Foster

理事は，さらに，オペレーティングリース取引

に対する違約金はリース会計モデルに準拠する

一方，従業員解雇給付が従業員給付会計モデル

に準拠することが不整合の原因である旨を指摘

した上で，他に選択肢がない場合の違約金の支

払いはリース料の支払いとは独立しており，し

３９）この回の会議で減損関連プロジェクトのすべて
の審議を終えている（FASB［２００２f］。

４０）Larson理事は Foster理事の意見に同意しなが
らも，Foster理事の主張では従業員給付会計モ
デルと不整合である旨を表明した。また，Leis-
enring理事は，Foster理事の意見に理解を示
しながら，従業員給付会計モデルの特殊性を指
摘した（FASB［１９９９d］pp．３-４）。
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たがって，違約金はリースの停止時に認識すべ

きと理由を説明した（FASB［１９９９d］pp．２-３）。

しかし，他の理事の強い賛同は得られず４０），

６人中５人の賛成多数により，スタッフから依

頼された１９９８年４月２９日会議の内容は再度合

意された（FASB［１９９９d］p．４）。

この合意の後，オペレーティングリース契約

以外の既存の契約債務下で発生する支出に関す

る審議も行われた。これらの支出は，本プロ

ジェクトの当初の目的である資産の処分に必ず

しも関連するものではないため，ここまで審議

されてこなかったのである。これに対して，ス

タッフから，従業員給付や未履行契約との関連

性および概念的（conceptual）な理由から，本

プロジェクトで扱うこと，さらに，EITF９４-３

と同様の会計処理を行うことが提案された

（FASB［１９９９d］p．５）。

Jenkins 議長は，これらの支出を本プロジェ

クトで扱うべきではないと主張した。ただし，

企業に対して，オペレーティングリース契約以

外の契約に対してリース会計モデルの類推適用

を認めるべきではなく，EITF９４-３に基づく会

計処理を要求すべきであると述べ，スタッフの

提案の後段は全会一致で採択された（FASB

［１９９９d］p．７）。

さらに，この審議の後，EITF９４-３の対象で

はあるが，資産の処分を含まない撤退活動に関

係する支出に対して，どの範囲まで本プロジェ

クトで扱うかが審議された。スタッフは，先の

オペレーティングリース契約以外の契約の終了

についてEITF９４-３の適用を認めたことと同様

に，EITF９４-３の範囲ではあるが，資産の処分

を含まない撤退活動に関係する支出について

も，資産の処分に関係する支出と同様の扱いを

提案した（FASB［１９９９d］pp．７-８）。スタッフの

提案に対して，Jenkins 議長から，その提案に

拠れば実質的にEITF９４-３は 廃 止（super-

sede）されることになることの確認がなされ

た上で，全会一致でスタッフの提案は採択され

た（FASB［１９９９d］p．８）。

この回の会議以降，本プロジェクトの対象

は，処分負債の限定が外れて，いわゆるリスト

ラクチャリング全般に係る支出のすべてが含ま

れることになったのである。

４．２．２．公開草案公表後の審議

公開草案の公表後の審議は２００２年２月１３日

会議で行われた。スタッフから，公開草案にお

ける提案に対して，財務報告の特段の改善なし

に，現行会計基準を大幅に変更するとして多く

の反対が寄せられたと報告された４１）。すなわ

ち，多くの回答者が，�将来のリース期間にお
けるリース費用を忠実に表現しない，�認識と
開示の複雑性を増す，�期間比較可能性を歪め
るといった問題を指摘した上で，EITF９４-３に

おけるコミットメント日アプローチの継続を求

めたというのである（FASB［２００２b］p．４）。

スタッフは，これらのコメントを重視し，再

審議のために，コミットメント日アプローチ

（狭義コミットメント日アプローチと改良コ

ミットメント日アプローチ）および停止日アプ

ローチ（狭義停止日アプローチと改良停止日ア

プローチ）を提示した（FASB［２００２b］Attach-

ment）。

両アプローチは，過去事象の生起をリースの

当初と見ており，概念的には共通する。しか

し，負債を認識すべき時点を，コミットメント

日アプローチでは処分計画を企業がコミットメ

ントした日とする一方，停止日アプローチでは

リース資産の使用を企業が停止した日とする点

で異なる。回答者の選好は，EITF９４-３のアプ

ローチの継続であるコミットメント日アプロー

チであるが，スタッフは，以下のような「主に

実務的な理由（largely for practical reasons）」

から，リースその他の契約終了支出に対して停

止日アプローチ（termination date approach）

を提案した（FASB［２００２b］pp．４-５）。

４１）公開草案の内容および寄せられたコメントの詳
細は，久保［２０１５］を参照。
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アプローチ1A
=EITF94-3

アプローチ1C
=IAS19

告
知
日

解
雇
日

将来勤務期間

アプローチ1B
=SFAS146

・コミットメント日アプローチを採るにはコ

ミットメント日の要件を確定しなければなら

ないが，この要件は SFAS１４４や従業員解雇

給付に対する要件とは異なり，また，他の会

計基準でも採用されていないことから，会計

基準の複雑性を増すことになる。

・コミットメント日アプローチを採る場合，新

たな指針を策定しなければならない。

Wulff 理事とTrott 理事はコミットメント日

アプローチを支持した。企業が決定した撤退支

出の認識をコミットメント日後に遅延すること

は効果がないことや，処分計画へのコミットメ

ントは重要な経済事象であり，債務生成事象も

生起していることから，コミットメント日での

認識が適当であるといった理由を示した

（FASB［２００２b］pp．５-６）。他方，Schipper 理事と

Foster 理事は停止日アプローチを支持した。

スタッフの示した実務上の問題が重要であるこ

とや，コミットメント日の裁量的決定可能性へ

の懸念が理由として示された。同様に，Jenkins

議長も，リース会計モデルとの整合性やコミッ

トメント日の概念形成の困難さなどから，停止

日アプローチを支持した（FASB［２００２b］pp．６-

７）。採決の結果，６名の理事による賛成多数

（Wulff 理事１名が反対）で，停止日アプロー

チが採択された（FASB［２００２b］p．７）。

以上の契約終了支出に関する審議は，関係者

の意見や実務上の問題に対して，FASBが配慮

する余地のあることを示している。契約終了支

出に係る負債の認識は，審議の途中でリース期

間の全期間への配分から使用停止日における一

括認識に変更されている。ここでの認識時点の

変更は公開草案に対する反対コメントの重要性

が背景にあり，停止日アプローチの採用は主と

して実務上の問題を根拠にしていたように，関

係者の意見や実務上の問題は審議において一定

の根拠となり得るのである。ただし，審議でも

言及されていたように，契約終了支出に係る負

債認識（負債の発生）の債務生成事象は「リー

スの開始」を基礎としており，概念的な基礎に

変更は加えられていないことには注意が必要で

ある。契約終了支出に関する審議の経緯は，関

係者の意見や実務上の問題を忖度し得る程に

「リースの開始」が基礎概念として重視されて

いたものと理解される。

４．３．従業員解雇給付

４．３．１．公開草案公表前の審議

従業員解雇給付に関する審議は，１９９８年４

月２９日の後には，１９９８年１０月１４日会議にお

いて，１９９８年７月１日会議で合意された推定

債務の存在要件への当てはまりの１例として行

われた。この会議で取り上げられたのは，EITF

９４-３の対象である資産の処分計画に伴う１回限

りの給付協定に従って支給する従業員への解雇

給付であり，就中過去勤務要素が明らかに含ま

れておらず，かつ，従業員が給付の受給のために

は解雇日までの勤務継続が必要である旨を企業

から告知されているもの（受給権未獲得従業員

解雇給付）である（FASB［１９９８g］pp．２-３）。

スタッフは，このような解雇給付の認識に関

して，告知日に認識するアプローチ１A，将来

の勤務期間に亘って認識するアプローチ１B，

解雇日に認識するアプローチ１Cの３つの案

（図４参照）を提示した上で（FASB［１９９８g］

Attachment）４２），１９９８年７月１日に会議で合意

された推定債務の存在要件（本節２．２．）に基づ

く，以下のような理由からアプローチ１Bを提

案した。

図４ 受給権未獲得従業員解雇給付の認識時点
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（１）要件ａと要件ｂとの関連

スタッフに拠れば，要件ａと要件ｂとは，負

債の第１の特質として示される現在の義務また

は責任を証拠づける要件である。そして，解雇

される従業員に対して，将来の勤務期間に亘る

勤務（将来の経済的便益）と引き換えに給付

（報酬）を支給する企業の約束によって，これ

らの要件は合わせて交換取引の基礎を構成する

という。したがって，これらの２つの要件は企

業からの提案という行動に合理的に依拠してい

る従業員が将来の勤務を提供し始める時に充足

するため，アプローチ１Bが適当となる

（FASB［１９９８g］p．３）。

（２）要件ｃとの関連

スタッフに拠れば，要件ｃは，負債の第２の

特質として示される資産の将来的犠牲を回避す

る裁量が企業にほとんどまたはまったくないか

否かを査定する基礎としての企業の実行しない

（または解雇される従業員に給付を支払う）と

いう意思決定に関係するほとんど確実な将来の

直接的な経済的不利益の概念に支えられている

という（FASB［１９９８g］p．３）。

要件ｃ（i）は，企業が将来の資産の犠牲を回

避する裁量がほとんどまたはまったくないか否

かを査定する基礎としての企業がもたらした損

害に対する他者の行動を見るものである。企業

は，実際の解雇までは従業員を解雇する（そし

て，解雇給付を支払う）か否かの裁量を保持し

ている。したがって，企業が約束を破棄して，

解雇従業員に解雇給付を支払わない場合の経済

的不利益がほとんど確実であったとしても，従

業員を解雇する意思決定を取り下げることは可

能なので，企業が給付を支給しないことのもた

らす経済的不利益がほとんど確実とはいえない

ことになる。従業員の雇用が継続される場合，

要件ｃ（i）は，企業が従業員を解雇した時に充

足することとなり，アプローチ１Cが適当とな

る（FASB［１９９８g］p．４）。

他方，要件ｃ（ii）は，企業が資産の将来の

犠牲を回避するための裁量をほとんどまたは

まったく有していないか否かを査定する基礎と

して，実行を避けるべきあらゆる努力にもかか

わらず利用可能な唯一の選択肢となる企業自身

の行動の帰結に対するものである。要件 c

（ii）では，企業が解雇すると見込む従業員は

資産の処分に直接的に関連し，かつ，企業の他

の事業で効率的に使用することができないとい

う仮定を検討することを可能にする。このよう

な事実と状況においては，企業にとって利用可

能な唯一の選択肢は，不要ではあっても従業員

の雇用を継続することであるから，要件 c

（ii）は，従業員の将来の勤務期間に亘る勤務

に応じて充足するので，アプローチ１Bが適当

となる（FASB［１９９８g］p．４）４３）。

以上の２つの理由に加えて，SFAS８７，

SFAS１０６，SFAS１１２といった従業員給付に関

する会計基準との整合性に鑑みて，スタッフは

アプローチ１Bを提案したのである（FASB
４２）これらの方法は，それぞれアプローチ１Aが

EITF９４-３，アプローチ１Bが SFAS１４６，アプ
ローチ１Cが IAS１９で採用されていた方法に該
当する。
なお，IAS１９（IASC［１９９８a］）では「債務生成

事象は従業員の勤務ではなく，解雇である」
（para.１３２）としていた。ただし，IAS１９は２０１１
年の改正により以下のような認識要件に変更さ
れている。「（ａ）企業が解雇給付の申し出を撤
回できなくなったとき，（ｂ）企業が IAS３７の
範囲で，解雇給付の支給に関係するリストラク
チャリング費用を認識するとき，のいずれか早
い日において解雇給付に係る負債および費用を
認識しなければならない」（IAS１９（IASB［２０１１］）,
para．１６５）。

４３）スタッフは，アプローチ１Bの採用によって経
済的不利益の概念を拡張することは，企業自身
の行動の帰結の査定に基づいて，企業が一定の
将来の支出を負債として認識するのを認め得る
ことになることを懸念した。このため，スタッ
フは狭い定義の下で適用する表現のために，要
件 c（ii）を開発する準備ができている旨を表明
した。具体的には，経済的不利益の可能性の記
述に当たっては，「合理的に確実である（reason-
ably assured）」のように，SFAS５におけるほ
とんど確実よりも高い認識閾値を検討すること
も可能であると説明した（FASB［１９９８g］p．５）。
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［１９９８g］p．５）。

スタッフの提案に対する理事間の議論は，本

プロジェクトのみを検討対象とするのであれば

概ね合意に達する様相であった。しかし，前述

（本節２．２）のように，この会議の中心的議題

であった推定債務に関する審議が先送りされた

結果，その１例として検討された従業員解雇給

付に関する会計処理も先送りされたのである。

この後，１９９９年７月２１日会議において，１

回限りの解雇給付のうち，（ａ）給付の受給の

ために，解雇までの勤務が従業員に明示的また

は黙示的に要求されるもので，（ｂ）勤続期間

を基礎に計算されるものが審議された。これら

の給付のうち過去勤務に対応する部分につい

て，�EITF９４-３の規定のように告知日に認識
する方法と，�これらに類似する過去勤務要素
を含まない給付に対する決定と整合するよう

に，勤務に応じて認識する方法のいずれに拠る

べきかが論点となった。スタッフは，これらの

問題に関する追加の指針が必要である旨の提案

を行った（FASB［１９９９d］p．４）。

提案に対して，Foster 理事は，従業員が解

雇まで勤務を必要とする給付は，同様の会計処

理を行うべきであるから，給付式に基づく給付

であれ，固定額で計算される給付であれ，受給

のためには同じ条件を満たさなくてはならない

と述べた。そして，スタッフから説明された給

付は，勤務期間に基づく給付式を用いて算定す

るが，企業の約束は過去ではなく，将来の勤務

に対する支払いとしての給付の支給であると指

摘した。したがって，説明された解雇給付は過

去勤務に関連していないと主張した。給付協定

が，解雇計画で指定された条件を満たし，従業

員に告知されているときに限り有効になる新し

い協定であるからである。Jenkins 議長は，Fos-

ter 理事に同意した上で，給付額にかかわら

ず，従業員が将来の勤務を行い，解雇されるま

ではいかなる給付も獲得していないので，この

種の給付は同じ会計処理を行うことが論理的で

あると述べた。

そして，Jenkins 議長から，従業員を解雇す

る以外に現実的な選択肢のない企業に対して

は，どのように給付額が算定されるかにかかわ

らず，従業員に対して給付の受給のために解雇

までの勤務を要求するすべての給付については

同じ会計処理を要求するという代替案が提示さ

れ，Cope，Foster， Jenkins，Leisenring，

Mueller 各理事が代替案をスタッフの提案より

好ましいとした。Larson 理事のみスタッフの

提案を代替案よりも好ましいが代替案にも反対

はしないとした。この結果を受けて，Jenkins

議長は，スタッフに対して，より完全に問題を調

査することを指示する一方，スタッフの分析が

異なった結論を導くのでなければFASBへの

再提案は不要であると指示した（FASB

［１９９９d］pp．５-６）。

１９９９年７月２１日会議において，受給権未獲

得従業員解雇給付に対するFASBの方針が固

まったことになる。すなわち受給権未獲得従業

員解雇給付については，給付額の算定式にかか

わらず，告知日から解雇日までの期間に亘って

比例的に負債認識すべきことが確認されたので

ある。また，この根拠として，企業の約束が新

たに行われたことに着目して，企業の約束が過

去の勤務ではなく，将来の勤務に対するもので

あることも確認されている。先の１９９８年１０月

１４日会議におけるスタッフの提案も，「将来の

勤務期間に亘る勤務（将来の経済的便益）と引

き換えに給付（報酬）を支給する企業の約束」

を根拠に挙げていたことから，受給権未獲得従

業員解雇給付の認識では，選択可能な状況下で

企業が約束を行ったという事実が重要な概念に

なっていることが看取できる４４）。

４．３．２．公開草案公表後の審議

従業員解雇給付に関する審議は，公開草案公

表後の２００２年３月２０日会議にも行われた。

まず，スタッフから，対象となる解雇給付協定

について，「１回限り（one-time）」の解雇給付協

４４）久保［２０１５］脚注２５も参照。

57２０１５．６ リストラクチャリング負債会計基準の確立 久保 57（ ）

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１５　経済学研究Ｖｏｌ．６５，Ｎｏ１／本文／０００～０００　�久保様  2015.05.29 13.34.54  Page 57 



定として，実務上は広く見られるいわゆるリス

トラクチャリングに関連する解雇給付協定か

ら，対象を厳格化することが提案され，全会一致

でスタッフの提案は採択された（FASB［２００２c］

pp．２-３）。次いで，スタッフから，１回限りの

解雇給付の測定目的として公正価値を採ること

の確認を求められ，全会一致で確認された

（FASB［２００２c］p．３）。

続いて，１回限りの解雇給付に関する認識の

問題が審議された。１回限りの解雇給付に係る

負債について，公開草案では従業員が将来の勤

務を必要とするか否かで認識要件を区別してい

た。すなわち従業員が将来の勤務を必要とする

場合には，負債は将来の勤務期間に亘って認識

し，そうでなければ告知日に認識すべきとされ

ていた。スタッフに拠れば，この相違は，従業

員の将来の勤務が不要であれば，企業は解雇給

付を支給するという約束はしないであろうとい

う考え方を前提にしている（FASB［２００２c］

pp．３-４）。

公開草案に対する何通かのコメントレターに

おいて，従業員が将来の勤務を必要とするのは

法令に基づく場合などさまざまな理由が考えら

れ，必ずしも解雇給付の受給権獲得のためだけ

ではないことが指摘された。スタッフは，これ

らの回答には同意し，規定を修正すべきことを

提案した。実務上の観点から，従業員の将来の

勤務が必要となる種々の状況を特定するのでは

なく，法令最短勤務期間を基礎に６０日間を超

える勤務が必要か否かで扱いを区分するように

提案した（FASB［２００２c］pp．４-５）。

Wulff 理事は，解雇給付は過去勤務対応部分

と将来勤務対応部分とを区別すべきであり，区

別も可能であることを指摘し，過去勤務対応部

分を将来に繰り延べないために告知日に認識す

べきと主張した（FASB［２００２c］p．５）４５）。Schipper

理事は告知日認識を選好するが，スタッフの提

案に対しても反対ではない旨を特段の理由を述

べずに表明した（FASB［２００２c］p．５）。Crooch

理事は，SFAS１４３と同様に，負債の発生日

（約束を行った日）に認識すべきと主張した

が，損益計算上の差異が小さいことから，ス

タッフの提案に対しても反対ではない旨を表明

した（FASB［２００２c］pp．５-６）。Foster 理事は，

従業員の勤務は債務生成事象には該当しない旨

を主張した。Foster 理事に拠れば，負債の定

義充足には，企業が重大な違約金なしに将来の

資産の移転あるいは使用を回避する余地がほと

んどまたはまったくないことが必要であるが，

従業員を実際に解雇するまでは条件付きであ

る。そして，従業員の解雇は企業のコントロー

ル可能な将来事象であるから，従業員の解雇が

過去事象であり，したがって，解雇日に負債認

識すべきというのである（FASB［２００２c］p．

６）。Trott 理事は，継続的な解雇給付契約に適

用する SFAS１１２では従業員の解雇がほとんど

確実になった日に負債を認識することから，従

業員給付モデルに鑑みて，１回限りの解雇給付

も同様の処理とすべきと主張した。また，従業

員が債務生成日以降の勤務が必要な場合には従

業員給付モデルの適用は適切である旨を指摘し

た（FASB［２００２c］p．６）。

これらの意見を受けて，Jenkins 議長は，解

雇給付が従業員給付である以上，従業員給付モ

デルに従うのが適切であると述べた上で，ス

タッフから提案された将来の勤務の要否を法令

最短勤務期間を基礎に決定する方法は合理的で

あり，実務的なアプローチであることを指摘し

た（FASB［２００２c］pp．７-８）。最終的に，スタッ

フの提案は，５名の賛同と２名（Foster 理事と

Wulff 理事）の反対により採択された（FASB

［２００２c］p．８）。

以上の従業員解雇給付に関する審議内容か

ら，従業員解雇給付に関する負債の認識時点の

４５）Wulff理事の主張は，後述の Trott理事の意見
と共に，公開草案に対するコメントレターの回
答者および円卓討論参加者の多くが選好した方
法に拠るべきとの主張に類似している。詳細
は，久保［２０１５］を参照。
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議論は早い時期に合意され，その後もFASB

の姿勢が揺らぐことはほとんどなかったことが

看取できる。特に，受給権未獲得従業員解雇給

付の扱いは，公開草案に対するコメントレター

や円卓討論での数多くの厳しい反対意見にもか

かわらず，公開草案からの変更が行われなかっ

たことから，FASBの意図を読み取る上で重要

である。

前述のように，受給権未獲得従業員解雇給付

の扱いに際して，FASBが重視したのは給付額

の算定式にかかわらず，「新たな約束を締結し

た」という事実であった。そして，単なる約束

の締結というだけでなく，「従業員に将来の勤

務の必要がない場合に企業が前もって解雇給付

金の約束を告知することはないだろう」（FASB

［２０００f］para．２４３）との推論に顕著なように，

企業の選択可能な状況下において敢えて約束を

締結したという事実をFASBが重視している

ことと合わせて考えると，FASBは「選択可能

な状況下で企業が新たな約束を締結すること」

を負債認識の基礎概念と捉えていたものと理解

されるのである。

４．４．その他の内容

ここまでに見た，全般的規定，契約終了支

出，従業員解雇給付に関する審議の他，以下の

ように細かな内容を審議する会議も開催されて

いる。

４．４．１．１９９９年６月２３日会議

本プロジェクトの結果によって，APBO３０

が廃止される（superseded）ことになる。１９９９年

６月２３日会議では，APBO３０の廃止に伴って

必要となる SFAS８８，SFAS１０６，SFAS１１２の

改正に関する審議が行われた（FASB［１９９９c］

pp．１-３）。

４．４．２．１９９９年７月２１日会議

１９９９年７月２１日会議では，処分負債の認識

に関する再審議，処分負債に関する追加的指針

の要否，処分負債に類似する負債への拡張に加

えて，開示項目に関する審議が行われた

（FASB［１９９９d］pp．８-９）。

４．４．３．２０００年２月１日会議

２０００年２月１日会議では，公開草案公表に

向けた最終調整のために，主として資産の減損

に関する種々の審議が行われた。その中で，処

分負債に関して，開示項目のうち，「目的適合

性がない」項目として，解雇予定の従業員の数

および実際に解雇した従業員の数の２項目の削

除が決定された（FASB［２０００a］pp．６-７）。

４．４．４．２０００年３月１日会議

２０００年３月１日会議では，EITF９４-３を適用

して計上されてきた負債の移行措置について審

議された。遡及修正および累積的影響額を要求

するには，EITF９４-３の範囲を超える損益に関

する議論が必要であることや，本プロジェクト

において処分予定保有の資産に対して遡及修正

は採らないと決定したことから，処分負債につ

いてもプロスペクト処理による移行が提案さ

れ，６名の賛成多数（反対はFoster 理 事１

名）により，プロスペクト処理が採択された

（FASB［２０００b］pp．５-７）４６）。

４．４．５．２００２年４月１７日会議

２００２年４月１７日会議では，処分負債に関す

る報告および開示規定が審議された。当初，

FASBは EITF９４-３を全面的に交替する予定で

はなかったが，この会議までにEITF９４-３を全

面的に交替することになったため，報告および

開示の規定を定める必要が生じたのである

（FASB［２００２d］p．２）。

EITF９４-３では，リストラクチャリング活動

に関係する支出を，損益計算書において，税引

前継続事業損益に含めることを要求していた。

リストラクチャリング活動は異常でも臨時的で

もないからである。スタッフは，同様の理由か

ら，処分活動に関係する支出は非継続事業損益

に含めないこと，含めるのであれば，SFAS１４４

の規定に従って非継続事業損益に含めるべきこ

とを提案した。全会一致でスタッフの提案は採

４６）SFAS１４６公表直前の２００２年５月１５日会議でも
発効日と移行措置について確認されている
（FASB［２００２e］pp．６-７）。
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択された（FASB［２００２d］pp．２-３）。開示規定

は，おおよそ公開草案で提案された内容を適用

することになった（FASB［２００２a］）。

５．小括

本節では，第�節で明らかにした，EITF９４-３
から SFAS１４６への２つの大きな変更点－測定

局面における期待値（公正価値）の導入と認識

の遅延化・少額化－を中心に，FASBの意図を

確認してきた。

まず，両会計基準における測定局面の明らか

な相違は，SFAS１４６に固有の問題としてでは

なく，SFAC７に依拠した結果であることが確

認された。すなわち，SFAS１４６における公正

価値測定の採用は，SFAS１４６の固有の問題と

してではなく，測定目的としての公正価値と

いった概念レベルから，算定手法としての期待

現在価値手法の採用といった具体的レベルに至

るまで SFAC７への全面的な依拠の結果として

もたらされたものと理解されるのである。他

方，認識の遅延化・少額化は，本プロジェクト

における詳細な議論の結果もたらされたもので

あり，将来支出に関する会計処理に対する

FASBの姿勢の現れと捉えることができる。そ

して，この姿勢は，特定の実務上の問題や政治

的問題などの「外圧」の影響を受けないFASB

の「理念」の顕現と捉えられるものであり，そ

の「理念」は契約終了支出と受給権未獲得従業

員解雇給付の審議過程の比較から具体的に看取

できる。

公開草案における会計処理に対しては，両方

ともに多くの反対が寄せられた。契約終了支出

（オペレーティングリース取引の中途解約支

出）は，その反対の声が重要であったことを理

由に公開草案の扱いを実務上の問題を考慮に入

れた上で変更を施した。他方，受給権未獲得従

業員解雇給付では，より反対の声が多く，また

多くの関係者が会計処理の不整合を主張したに

もかかわらず，公開草案からの変更を行わな

かった。一見するとFASBの姿勢は場当たり

的にも見えるが，基礎的な概念の水準から見る

とFASBの姿勢は一貫していると考えられ

る。

受給権未獲得従業員解雇給付については，前

述のように「選択可能な状況下で企業が新たな

約束を締結すること」を負債認識の基礎概念と

してFASBは捉えているのであった。この

「選択可能な状況下で企業が約束を締結した」

ことの重視は，契約終了支出に対する扱いにお

いても当てはまることを看取できる。

契約終了支出については，認識基準（期間配

分から停止日アプローチ）の変更は行われた

が，債務生成事象をリースの開始とする基礎的

な概念の変更は行われなかった。リースはレ

シー＝レサー間の約束（リース契約）の下で始

まり，この約束は，借り入れや割賦購入など他

の選択肢がある中で，レシーである企業の意思

決定によって締結されるものである。したがっ

て，リースの開始を債務生成事象と捉えること

は，契約終了支出に係る負債認識の基礎的な概

念が，受給権未獲得従業員解雇給付と同様に，

「選択可能な状況下で企業が約束を締結した」

ことであるものと理解されるのである。

以上から明らかなように，FASBは「理念」

として，「選択可能な状況下で企業が新たな約

束を締結すること」を負債認識の基礎概念と捉

えていたのである４７）。このような理解に拠れ

ば，SFAS１４６における負債認識の遅延化の理

由も明らかになる。EITF９４-３における負債認

識の基礎は経営者のコミットメントであり，こ

れは外部者と無関係に経営者が単独で決定でき

る。これに対して，SFAS１４６が負債認識の基

礎とする「選択可能な状況下で企業が新たな約

束を締結すること」においては，経営者のコ

ミットメントに加えて，外部者との合意を必要

４７）主に SFAS１１２の対象とされる継続的解雇給付協
定に基づく受給権未獲得従業員解雇給付の扱い
との相違も，「約束」の存在によって説明されて
いる。たとえば，久保［２０１５］における Trott理
事の発言（注２５）を参照。
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とする。そして，外部者との合意は必然的にコ

ミットメントに後行する。したがって，EITF

９４-３から SFAS１４６への変更における負債認識

の遅延化は，コミットメントから「選択可能な

状況下で企業が新たな約束を締結すること」へ

の変更の結果として理解されるのである４８）。

本節の検討では，以上に加えて，SFAS１４６

の規定には表出していない推定債務に関する審

議からの知見も得られた。審議を通じて，本プ

ロジェクトの対象とする債務の範囲は，法的債

務から直接的に導かれない推定債務を含む広い

範囲から徐々に狭隘化していき，最終的には極

めて限定された範囲の債務だけを対象とするま

で狭隘化したのである。負債は「早く」「多め

に」計上すべきとする伝統的な保守主義とは反

する流れが見られたが，これらに加えて，対象

について「より広く」とする面から見ても，

SFAS１４６の負債認識は伝統的な保守主義とは

反する流れが見られるのである。

�．結び－要約と結論－

ここまで「SFAS１４３型の原形」としての

EITF９４-３から，SFAS１４３型の会計処理である

SFAS１４６への改正理由について，SFAS１４６

の審議過程の分析を通じて検討してきた。ここ

までの検討結果について，各節の小括を基礎に

して要約しよう。

第�節では，SFAS１４６の会計処理を概観し
た。

まず，認識要件について，SFAS１４６では，

直接には「負債の発生」を認識の基礎としてい

る。内容としては，SFAC６における負債定義

の充足を認識要件としており，より具体的には

現在の債務の存在を認識要件にしているので

あった。現在の債務の存在を認識要件とするこ

とは，債務性要件を採っていることを意味する

ため，認識要件として債務性要件を採る SFAS

１４３型の会計処理と合致している。

次いで，当初測定値について，SFAS１４６で

は，直接には「公正価値」を指示している。

SFAS１４６における公正価値は，期待現在価値

手法で算定することが想定されている。期待現

在価値は期待値が基礎になっており，当初測定

値として期待値を採る SFAS１４３型の会計処理

と合致していることになる。

さらに，爾後測定について，SFAS１４６では

負債の簿価修正を指示しており，これも爾後測

定に負債の簿価修正を採る SFAS１４３型の会計

処理と合致している。

以上から，SFAS１４６の会計処理は，認識要

件，当初測定値，爾後測定という会計過程全体

において，SFAS１４３型の会計処理の定義と合

致しており，SFAS１４６は SFAS１４３型の会計

処理を採っていることを確認した。

第�節では，SFAS１４６とEITF９４-３との比
較を行い，以下の２つを確認した。

第１に，両会計基準では，測定局面に明らか

な相違が見られた。当初測定値はEITF９４-３の

見積支出額から，SFAS１４６の期待現在価値手

法を前提とする公正価値へと変更され，爾後測

定を規定していなかったEITF９４-３から，

SFAS１４６では爾後測定でも公正価値を測定目

的として明示した上で，各決算期に負債の簿価

修正を規定しているという顕著な相違を確認し

た。

第２に，SFAS１４６による負債認識は，全般

にEITF９４-３による負債認識よりも遅延し，金

額も少額になることである。負債認識の遅延化

は，同じ債務性要件ではありながら，債務生成

を認識するトリガー事象が異なっていることに

由来し，契約終了支出に係る負債として計上さ

れる金額は公正価値測定の採用と見積サブリー

ス料の控除の規定によって減額されることに

なったのであった。EITF９４-３から SFAS１４６

への改正は，負債は「早く」「多めに」計上す

べしとする伝統的な保守主義とは反する方向へ
４８）負債の減額化は，第�節で述べたように，主と

して測定目的としての公正価値の採用の結果で
ある。
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の改正であることを確認した。

そして，第�節では，SFAS１４６の設定過程
の分析を通じて，第�節で明らかにしたEITF
９４-３から SFAS１４６への２つの変更点を中心に

FASBの意図を確認し，以下の３点を明らかに

した。

第１に，両会計基準における測定局面の明ら

かな相違は，SFAS１４６に固有の問題としてで

はなく，SFAC７に依拠した結果であることを

確認した。すなわち，SFAS１４６における公正

価値測定の採用は，SFAS１４６の固有の問題と

してではなく，測定目的としての公正価値と

いった概念レベルから，算定手法としての期待

現在価値手法の採用といった具体的レベルに至

るまで SFAC７への全面的な依拠の結果として

もたらされたものと理解されるのであった。

第２に，負債認識の遅延化は，コミットメン

トから「選択可能な状況下で企業が新たな約束

を締結すること」への変更の結果であることを

確認した。

SFAS１４６の審議では，特定の実務上の問題

や政治的問題などの「外圧」の影響を受けない

FASBの「理念」が重視されたものであり，こ

の「理念」は契約終了支出と受給権未獲得従業

員解雇給付の審議過程の比較から具体的に看取

できたのであった。

公開草案における会計処理に対しては，両方

ともに多くの反対が寄せられた。契約終了支出

（オペレーティングリース取引の中途解約支

出）は，その反対の声が重要であったことを理

由に公開草案の扱いを実務上の問題を考慮に入

れた上で変更を施した。他方，受給権未獲得従

業員解雇給付では，より反対の声が多く，また

多くの関係者が会計処理の不整合を主張したに

もかかわらず，公開草案からの変更を行わな

かった。一見するとFASBの姿勢は場当たり

的にも見えるが，基礎的な概念の水準から見る

とFASBの姿勢は一貫していると考えられ

た。

受給権未獲得従業員解雇給付については，前

述のように「選択可能な状況下で企業が新たな

約束を締結すること」を負債認識の基礎概念と

してFASBは捉えているのであった。この

「選択可能な状況下で企業が約束を締結した」

ことの重視は，契約終了支出に対する扱いにお

いても当てはまることを看取できた。

契約終了支出については，認識基準（期間配

分から停止日アプローチ）の変更は行われた

が，債務生成事象をリースの開始とする基礎的

な概念の変更は行われなかった。リースはレ

シー＝レサー間の約束（リース契約）の下で始

まり，この約束は，借り入れや割賦購入など他

の選択肢がある中で，レシーである企業の意思

決定によって締結されるものである。したがっ

て，リースの開始を債務生成事象と捉えること

は，契約終了支出に係る負債認識の基礎的な概

念が，受給権未獲得従業員解雇給付と同様に，

「選択可能な状況下で企業が約束を締結した」

ことであるものと理解されるのであった。

以上から明らかなように，FASBは「理念」

として，「選択可能な状況下で企業が新たな約

束を締結すること」を負債認識の基礎概念と捉

えていたのである。このような理解に拠れば，

SFAS１４６における負債認識の遅延化の理由も

明らかになる。EITF９４-３における負債認識の

基礎は経営者のコミットメントであり，これは

外部者と無関係に経営者が単独で決定できる。

これに対して，SFAS１４６が負債認識の基礎と

する「選択可能な状況下で企業が新たな約束を

締結すること」においては，経営者のコミット

メントに加えて，外部者との合意を必要とす

る。そして，外部者との合意は必然的にコミッ

トメントに後行する。したがって，EITF９４-３

から SFAS１４６への変更における負債認識の遅

延化は，コミットメントから「選択可能な状況

下で企業が新たな約束を締結すること」への変

更の結果として理解されるのであった。

第３に，第�節までの検討では表出していな
かった，推定債務に関する審議からの知見も得

られた。審議を通じて，本プロジェクトの対象
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とする債務の範囲は，法的債務から直接的に導

かれない推定債務を含む広い範囲から徐々に狭

隘化していき，最終的には極めて限定された範

囲の債務だけを対象とするまで狭隘化したので

あった。負債は「早く」「多めに」計上すべき

とする伝統的な保守主義とは反する流れが見ら

れたが，これらに加えて，対象について「より

広く」とする面から見ても，SFAS１４６の負債

認識は伝統的な保守主義とは反する流れが確認

されたのであった。

以上の知見に基づいて，次の３つの特徴を

提示することで，「SFAS１４３型の会計処理の

特徴のうち，これまでに明らかになっていない

ものを浮き彫りにする」という本稿の課題に応

えよう。

第１に，久保［２０１３］が示唆した，SFAS１４３

型の会計処理の測定面の特徴が提示できる。

「SFAS１４３型の原形」であるEITF９４-３か

ら，SFAS１４３型の会計処理である SFAS１４６

における見積支出額から期待値への当初測定値

の置換は，もっぱら SFAC７への依拠によって

説明されることが明らかになった。ここから，

SFAS１４３型の会計処理について，測定面（当

初測定値と爾後測定）を SFAC７に依拠する会

計処理であるという特徴を指摘できる。測定目

的として公正価値を採ることの意味や公正価値

測定が蓋然性要件と相容れない理由などは，

SFAC７の内容および設定過程（現在価値（Pre-

sent Value）プロジェクト）の詳細な検討が必

要であり，別稿で検討すべき課題となる。

第２に，SFAS１４３型の会計処理の認識面の

特徴が提示できる。SFAS１４６における認識要

件は，直接的には SFAC６における負債の定義

充足が掲げられていた。そして，具体的な内容

は，回避不能性を重視した現在の債務に基づく

債務性要件であった。この債務性要件を支える

基礎概念として，「選択可能な状況下で企業が

新たな約束を締結すること」が挙げられること

が明らかになった。これにより，SFAS１４３型

の会計処理が，企業にとって回避不能な将来の

支出のうち，能動的に負う支出（意思決定の結

果）のみを対象とすることが理由も説明可能に

なる。

第３に，SFAS１４３型の会計処理の対象面の

特徴が提示できる。SFAS１４３型の会計処理の

対象は，法的債務および高い閾値の推定債務の

みに限定されることが明らかになった。第２

の特徴と相俟って，SFAS１４３型の会計処理

は，負債を「より早く」「より大きく」「より広

く」計上するという伝統的な保守主義の観点か

らは説明できない会計処理と位置づけられる。

以上の３つの特徴は，特定の実務上の問題や

政治的問題などの「外圧」の影響を受けない

FASBの「理念」が色濃く反映したものと考え

られる。そのため，SFAS１４６の内容と審議過

程から導出したこれらの特徴は，SFAS１４３型

の会計処理の特徴として一般化できる蓋然性は

高いだろう49）。とは言え，上述の SFAC７の内

容および設定過程の詳細な検討を含む，SFAS

１４３型の会計処理の包括的な検討は必要である

ことを指摘して一先ず擱筆する。

付記：本稿は，JSPS 科研費１５Ｋ０３７５９の助成を受けた

ものである。
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